エイコク ニオケル セイサク ヒョウカ システム ノ ケンショウ ト ワガクニ エノ シサ セイサク タッセイ モクヒョウ メイジ セイド ドウニュウ ノ ゼヒ by 児玉 博昭
英国における政策評価システムの検証とわが国への示唆（児玉）　269
英国における政策評価システムの
　　　　　検証とわが国への示唆
一政策達成目標明示制度導入の是非一
児　玉博　昭
目　次
はじめに
　研究の背景、先行研究の状況、本稿の目的と構成
第一章　英国の政策評価システムの概要
　一　政策評価システムの構築過程
　二　政策評価の実際一保健省の公共サービス合意
第二章　英国の政策評価システムの検証
　一　検証の枠組一精度と有用性
　二　政策評価システムの有用性の検証
　三　政策評価システムの精度の検証
第三章　英国の政策評価システムの問題点の分析
　一　議論の背景一目標管理とゲーミング
　ニ　議論の状況一ゲーミングの種類と対策
　三　考察と小括一ゲーミングに対する戦略
第四章　わが国の政策評価システムヘの示唆
　一　わが国の政策評価システムの概要
　二　政策評価システムの日英比較
　三　わが国の政策評価システムにおけるゲーミングの可能性
むすびに
　本稿の結論と意義、今後の研究課題
はじめに
（一）研究の背景
英国はアイディアの国だとよく言われる。わが国も新しい制度を採り入
れる場合に英国の制度にならうことが少なくない。政策評価システムもそ
うした事例の一っである。なお、ここで英国とは、正式には「グレートブ
リテン及び北アイルランド連合王国」を指す。
270　白鴎法学　第18巻1号（通巻第37号）（2011）
　わが国では、「予算編成のあり方の見直し」を政権公約に掲げた民主党
政権が（民主党政策集2009：17）、「政策達成目標明示制度の導入」を含
む「予算編成等の在り方の改革にっいて」閣議決定を行った（平成21年
10月23日閣議決定）。国家戦略室の「予算編成のあり方に関する検討会」
の論点整理によれば、この「政策達成目標明示制度」は、「英国の「公的サー
ビス合意」制度を参考と」したものであり、平成22年度は政策達成目標明
示制度の試行期間と位置付け、平成23年度予算編成から同制度を本格的
に導入するとしている。「あわせて、政策評価を活用した予算の効率化を
進めるため、英国のように財政当局が評価や予算執行をチェックすること
を含め、政策評価のあり方や体制についてさらに抜本的な検討を行う」と
し、「その際、政策評価に関する民間のノウハウも積極的に活用していく」
としている（国家戦略室2009）。
　わが国が英国の政策評価に関して参考にしたのは、1998年にブレァ政
権が導入した「包括的支出審査（ComprehensiveSpendingReview：CSR）」
及び「公共サービス合意（PublicServiceAgreements：PSAs）」を柱とする
一連の政策評価システムである。2007年のブレア退陣後もブラウン政権
によってこのシステムは引き継がれたが、2010年5月の総選挙によって
13年に及んだ新生労働党政権に幕が引かれたことで、この政策評価シス
テムにもいよいよ終止符が打たれるのかもしれない。しかし、見方を変え
れば、このことはブレア、ブラウン両政権における政策評価システムの運
用実績を総括的に評価する好機であるともいえる。
　たしかに英国の取組みに学ぶことは多い。だが、英国の取組みが常に優
れているとはかぎらない。はたして英国の政策評価システムは本当に成功
しているのか。わが国が同様の制度を導入することに全く問題はないのだ
ろうか。
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（二）先行研究の状況
　英国の政策評価システムに関しては、国内でも拙稿を含めいくつかの先
行研究がある。このうち、例えば稲継（2001）は1998年の包括的支出レ
ビューと公共サービス合意、児玉（2001）は2000年の公共サービス合意
とサービス提供合意、平松（2002）は2001年のシャーマン報告を中心に
それぞれ制度を説明している。しかし、これらの先行研究にはいくつかの
研究課題が残されている。
　1つは、研究対象に関して、近年の制度動向が十分にフォローアップさ
れていないということである。わが国で政策評価の導入を検討していた当
初は海外の先進事例調査も盛んに行われていたが、国内で制度が定着する
につれて海外事例への関心は低まったように思われる。総務省の調査報告
書でも「シャーマン報告以降の動向については、国内では十分な研究蓄積
がない」との指摘がある（南島2009：73）。まずは近時の状況を含めた英
国の政策評価システムの展開を概観することが必要である。
　2っ目は、研究内容に関して、政策評価システムの実績が十分に検証さ
れていないということである。英国もわが国に先んじているとはいえ、導
入して日が浅いこともあり、最近まで政策評価に関する実証研究は乏し
かった。拙稿の児玉（2001）でも、政策評価システムを機能させるため
に工夫されている点については指摘したが、実際に機能しているのかどう
かまでは検証していない。東（2006）は政策評価に関連する公会計制度
改革の検証を行っているが、こうした研究はまだ数が少ない。計画書や手
引書ではなく実績報告書や監査報告書をもとに、英国の政策評価システム
の成果や問題点を検証することが必要である。
　3つ目は、研究方法に関して、学術的な文献があまりサーベイされてい
ないということである。そもそも政策評価が基礎とする「新公共経営（New
PublicManagement，NPM）」自体、実践で培われた理論であり、わが国で
も導入に際してのもっぱらの関心は実務ノウハウの習得にあった。そのた
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めか、既存の文献も政府資料や政府担当者への取材をもとに政策評価シス
テムの構造と運用を解説するものがほとんどである。英国の政策評価シス
テムを検証するにあたっては、学術論文や研究者の議論をふまえて政策評
価システムを科学的に分析し批判的に考察することが必要である。
（三）本稿の目的
　本稿の目的は、英国の政策評価システムの実績を検証し、わが国の政策
評価システムのあり方に示唆を得ることである。このために本稿では次の
3つの疑問を明らかにしたい。
　第1に、英国の政策評価システムは成功を収めているのか、それとも何
か問題を抱えているのかということである。この点を確かめるには、政策
評価システムの成否を判断する枠組みを設定したうえで、実際にどれだけ
の成果を上げたのか、どのような問題が起きているのか、成果や問題の有
無を具体的に確認する必要がある。もっとも、全ての分野を網羅的に検証
することは膨大な作業に及ぶため、特定の分野に焦点を当てる必要があ
る。
　第2に、問題がある場合、それは特定の政策課題にかぎった間題か、そ
れとも政策評価システム全体に関わる問題なのか。個別の政策評価に間題
があっても、それを直ちに政策評価システムの問題として一般化できるわ
けではない。この間いに答えるためには、なぜその問題が起きたのか、問
題が発生した構造や要因を分析する必要がある。
　第3に、英国の政策評価システムに問題がある場合、それは英国め政策
評価システムに固有の問題か、それとも日本の政策評価システムにも共通
する課題なのか。日本と英国は政策評価システムやその基礎にある政治行
政システムが異なる。英国の政策評価システムに問題があるとしても、そ
れが制度設計の異なる日本の政策評価システムにも当てはまるとはかぎら
ない。このことを明らかにするには、日本と英国の政策評価システムの異
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同を比較したうえで、わが国でも同様の事例が起きていないか、類似事例
の存在を確認する必要がある。
（四）本稿の構成
　本稿の第1章では、英国財務省の資料等をもとに、1998CSRから数次の
改訂をへて2007CSRにいたる英国の政策評価システムの構築過程を整理す
る。また、英国保健省（DH）の資料等をもとに、保健医療政策にかかる
PSAの業績目標と達成状況を確認する。ここで保健医療分野に焦点を当て
る理由の1つは、かつて筆者らの共同研究では保健医療を含む社会保障分
野を取り上げており（児玉他2002）、先行研究と連続性をもたせるためで
あるが、もう1っの理由は、後述するように、保健医療サービスに関する
目標管理が問題事例の一っとして英国でも関心を呼んだからである（NAO
2001b，NAO2004，et　a1．）。
　第2章では、ホーリーが提案する評価基準をもとに、英国の政策評価シ
ステムの有用性と精度を検証する。待ち時間目標を例として、統計資料等
をもとに業績の改善状況を確認し、外部機関の調査結果をもとに測定デー
タの正確性を確認する。
　第3章では、フッドらの議論をもとに、英国の政策評価システムの問題
点として、目標管理に付随する「ゲーミング」の問題を取り上げ、ゲーミ
ングに対する戦略を考察する。
　第4章では、わが国の政策評価システムの構築過程と厚生労働省の政策
評価の実施状況を概観し、英国の政策評価システムと対比する。そして平
均在院日数の短縮を事例に、わが国の政策評価システムにおけるゲーミン
グの可能性を示唆する。
　むすびに、本稿の結論と意義を確認し、英国の政策評価システムを安易
に導入するわが国の姿勢に警鐘を鳴らすとともに、今後の研究課題とし
て、増大する監査コストの問題やわが国でのゲーミングに関する実証研究
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をあげる。
第一章　英国の政策評価システムの概要
　英国の政策評価システムは、一連の勅令書（CommandPaper）に基づ
いている。勅令書とは、王命により（by　Command　ofHer　Majesty）政府
が作成し、議会に提出される文書のことである。英国の政策評価システム
を検証する作業の前提として、まずは政策評価システムを概観しておく必
要がある。本章では、英国の政策評価システム自体がどのように構築され
てきたのか、このシステムによって政策がどのように評価されているのか
を明らかにする。
一・政策評価システムの構築過程
　英国の中央政府における現在の政策評価システムは、1998年にブレア
政権が導入した「包括的支出審査（1998CSR）」にさかのぼる。導入初期
の経緯については、すでに拙稿でも整理しているが（児玉2001）、本節で
は、最近の動きを補足しながら、ブレア・ブラウン両労働党政権における
政策評価の取組みをふりかえる（図表1－1）。
図表1－1　英国の行政改革の流れ
1979年
1982年
1988年
1990年
1991年
1995年
1997年
サッチャー保守党政権が発足
財務管理イニシアティブ（FinancialManagementlnida伽e：
FMI）を発表
ネクスト・ステップス（NextSteps）を発表
メージャー保守党政権が発足
市民憲章（Citizen’s　Charter）を制定
グリーンブック（TheGreenBook）の初版を発行
資源会計・予算（ResourceAccou面ngandBudget：RAB）を発表
ブレァ労働党政権が発足
グリーンブックの改訂版を発行
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1998年
1999年
2000年
2001年
2002年
2003年
2004年
2005年
2007年
2009年
2010年
サービス第一・新憲章プログラム（ServiceFirsttheNewCharter
Progra㎜e：SFNC）を発表
経済・財政戦略報告（EconomicandFisca1StrategyReport：
EFSR）を発表
包括的支出審査（ComprehensiveSpendingReview：1998CSR）
を発表
公共サービス合意（PublicServiceAgreements：PSAs）を発表
財政安定化規律（TheCodeforFiscalStability）を議決
政府近代化（ModemisingGovemment）を発表
産出業績分析（Output　and　PerfomanceAaalyses：OPAs）を発
表
省庁別投資戦略（Departmental　InvestmentStrategies：DISs）を
発表
中央省庁の1999年度決算を資源会計・予算で作成
2000年支出審査（2000SpendingReview：2000SR）を発表
公共サービス合意（PSAs）の改訂を発表
サービス提供合意（Service　DeliveryAgreements：SDAs）を発
表
技術覚書（TechnicalNotes：TNs）を発表
省庁別投資戦略（DISs）の改訂を発表
中央省庁の2001年度予算を資源会計・予算で作成
シャーマン報告（10rdSharman’sreport”HoldingtoAccount”）
を発表
業績情報の枠組み（AFrameworkfor　Performance　Information）
を発表
2002年支出審査（2002SR）を発表
グリーンブックの第3版を発表
2004年支出審査（2004SR）を発表
会計検査院（NAO）による外部評価を開始
ブラウン労働党政権が発足
2007年包括的支出審査（2007CSR）を発表
省庁戦略目標（DepartmentalStrategic　Objec伽es：DSO）を設定
資源会計・予算（RAB）の会計基準を国際基準に変更
キャメロン保守党・自由民主党連立政権が発足
（出所）南島（2009）を参考に児玉（2001）を補足
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（一）1998年包括的支出審査
　1997年に発足したブレア政権は、「政府近代化（Modemising
Govemment）」を公約にかかげ行財政システムの改革に着手した。政権発
足直後から包括的な支出の見直し作業に取りかかり、1998年6月には「経
済・財政戦略報告（EconomicandFisca1StrategyReport：EFSR）」を発表
し、経常支出と投資支出の区分、総管理支出額の分類などの方針を提示
した。同年7月には「包括的支出審査（Comprehensive　Spending　Review：
1998CSR）」（Cm4011）を発表し、EFSRの方針に基づき複数年度で予算
を管理する新しい公共支出計画を策定した（HMTreasury1998a）。並
行して、「財政安定化規律（The　Code　for　Fiscal　Stability）」を制定して財
政規律を強化するとともに、「資源会計予算（ResourceAccoun哲ngand
Budget：RAB）」を中央政府にも適用して発生主義会計に基づく予算制度を
整備した。1999年4月には「省庁別投資戦略（Departmental　Investment
Strategy：DIS）1が発表され、各省庁の資本形成に関する戦略が策定され
ている。
　また、「包括的支出審査（CSR）」と関連して、1998年12月には「公共
サービス合意（PublicSer“ceAgreements：PSA）」（Cm4181）が発表さ
れ（HMTreasury1998b）、1999年3月には「産出業績分析（Output　and
Perfomance　Analyses：OPA）」が実施された。CSRでは公共支出計画とと
もに政府全体の目的及び各省庁の任務や目標が設定されているが、PSAで
はこれらの任務や目的に沿った業績達成目標を設定しており、OPAは業績
達成状況の測定指標を提示するものであった。
　こうして、目標を設定しその業績を測定した結果を支出計画や投資戦略
に反映させるという政策評価の基礎的な枠組みが一応出揃うこととなっ
た。もっとも、これらの仕組みは短い期間に矢継ぎ早に導入されていった
ため、必ずしも設定目標や測定方法の完成度は高くなく、また、先述の
「政府近代化」白書などとの整合性もとれていたわけではなかった。
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（二）2000年支出審査
　2000年に入ると、これらの関連文書の整合性を図るため、1998CSRを
更新する「2000年支出審査（2000Spending　Review：2000SR）」（Cm4807）
が策定される際に（HMTreasury1998a）、「省庁別投資戦略（DIS）」及び「公
共サービス合意（PSA）」（Cm4808）も同時に改訂された（HMTreasury
2000b）。また、従来のPSAの一部とOPAが改編される形で「サービス提
供合意（Service　DeliveryAgreements：SDA）」（Cm4915）が新たに策定さ
れ、併せて、業績の測定方法を補足説明する「技術覚書（Technical　Note：
TN）」が作成された。
　この2000SRには、政策評価システムを機能させる次のような工夫が見
られる。第1に従来のPSAを議会や国民向けの新PSAと職員向けのSDAに
分けるなど、説明責任と意思決定を両立させている。第2に省庁横断的な
目標を大幅に増やすなど、横断的に対応している。第3に支出審査に政府
近代化及び公務員制度改革、会計制度改革が反映されるなど、支出管理、
資産管理、目標・業績管理を機能的に連動させている。第4に目標の数を
約600から160まで大幅に絞り込み、優先順位をより明確にしている。そ
して第5に目標には具体性・測定性・達成性・関連性・計時性や成果志向
が求められるなど、的確に業績を測定することが徹底されている（児玉
2001：205）。
　その他、資源会計予算（RAB）に関しては、2000年に制定された「政
府資源会計法（GovemmentResourcesandAccountsact2000：GRA）」に
基づき、中央省庁の2001年度予算から資源会計予算が完全施行された。
なお、このRABの会計基準は、2009年に国内基準（UK　GAPP）から国際
基準（IAS／IFRS）に変更されている（東2009）。
（三）2002年及び2004年支出審査
支出審査は、向こう3か年の予算枠を設定し、これを2年ごとに見直す
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ものであり、2000SR（Cm4807）（計画期間2001～04年）、2002SR（Cm5570）
（同2003～06年）、2004SR（Cm6237）（同2005～08年）と隔年で策定され
ている（HMTreasury2000a，HMTreasury2002b，HMTreasury2004a）。
同時にPSAの目標も見直されて（Cm4808，Cm5571，Cm6238）（HM
Treasury2000b，HMTreasury2002c，HMTreasury2004b）、目標数は160
（2000SR）から130（2002SR）、110（2004SR）へと徐々に絞り込まれ、
焦点もインプット（input）・アウトプット（output）志向からアウトカム
（outcome）志向へと次第に変化してきた（Hughes2008：9Figure2）。
　こうした業績測定の精度向上には、内部での指針作成や外部からの勧
告が寄与している。内部指針としては、2001年3月に「業績情報の枠組
み（AFrameworkfor　Perfomance　Infomation）」が作成されている（HM
Treasury　et　a1．2001）。同指針は業績情報の基本概念や体系、測定方法、
留意点を整理したものであり、関係機関（財務省、内閣府、会計検査院、
監査委員会、国立統計局）の連名で作成されている。また、2003年には
「グリーンブック（TheGreenBook）」の第3版が作成されている（HM
Treasury2003）。同書は事前評価と事後評価に関する手引書であり、1993
年の初版から数次の改訂を経ている。その他にも、資源会計・予算（HM
Treasury2001a）、執行庁の目標設定（HMTreasury　eta1．2003）、目標と
業績測定の改良（HMTreasuryandCabinetOffice2004）、監査委員会（HM
Treasury2007a）などに関する各種手引書がある。また、外部勧告とし
ては、2001年2月にシャーマン卿による勧告書が政府に提出されている
（HM　Treasury2001b）。同勧告では監査主体の多元化と連携、監査対象
の拡大、PSAの外部評価を政府に勧告しており（平松2002参照）、翌2002
年3月、政府は同勧告を全面的に受け入れると回答し（Cm5456）（HM
Treasury2002a）、2005年以降、会計検査院（NationalAuditOfnce：NAO）
が数次にわたりPSAの外部評価を実施している（NAO2005，NAO2006a，
NAO2006b，NAO2007）。
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（四）2007年包括的支出審査
　このように、公共サービス合意は数次の改定を経て徐々に改善されてき
たものの、目標の量と質、目標間の優先順位、目標と手段の関連、責任の
所在、データの信頼性などでなお問題点が指摘された（総務省2010b：93
参照）。そこで、2007年にブレア政権を継承したブラウン政権は、これら
の間題点を改善するため、1998年以来の包括的な支出審査となる2007CSR
（計画期間2008～11年）を策定するにあたり、公共サrビス合意（PSA）
を大幅に見直した（HMTreasury2006a，2006b）。2007年10月に「予
算編成方針（Pre－BudgetReport）」と統合する形で策定された2007CSR
（Cm7227）では、政府全体の目標としてPSAを位置付け、省庁横断的で優
先順位の高い30の目標に絞り込まれた（HMTreasury2007b）。このPSA
では国民への約束として提供合意（DeliveryAgreement）が作成され、目
標達成の測定指標や目標値を設定することよりも、目標達成に責任をもつ
主導省庁（Lead）と貢献省庁（Contributing）、目標達成に向けた戦略を明
確にすることが重視されている。PSAの実績に関しては、関係省庁から財
務省への実績報告をもとに「首相実行班（Prime　Minister’s　Delivery　Unit：
PMDU）」が「公共サービス・公共支出閣僚会議（Ministerial　Committee
onPublicServiceandPublicExpenditure：PSX）」に対し4半期ごとに進捗
状況を報告している。
　2007CSRでは、政府全体の目標であるPSAに対し、各省庁の目標には
新たに「省庁戦略目標（Departmenta1ServiceObjec伽es：DSO）」が導入
された。DSOとして103の目標が設定され、各省庁の業務管理に活用さ
れている。PSAは高次な成果目標、DSOは所管する施策の成果目標であ
るが、両者の関係は完全には体系化されていない。DSOの実績に関して
は、各省庁が毎年度、春に「年次業績報告書（Departmenta1Performance
Report）」、秋に「秋季業績報告書（AutumnPerformanceReport）」を作成
し公表している（総務省行政評価局2010b：91－97参照）。
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（五）小括一政策評価の連動化・質的向上・重点化
　こうして英国の政策評価システムの構築過程をみると、わずか10年閲
に制度の枠組みがかなり変更されてきたことがわかる。まず2000SRで
は、支出管理や資産管理、目標・業績管理を機能的に連動させて業績情報
をマネジメントに活用する仕組みが構築された。次いで2002SRや2004SR
では、内部指針や外部評価を通じて業績測定が質的にも向上してきた。さ
らに2007CSRになると、予算編成方針とも統合され、目標数を精選するな
ど、評価作業の省力化にも配慮している。
　会計検査院（NAO）は、保健省（DH）を含む8官庁を対象に、PSAの
基礎にあるデータシステムの品質を検査しているが（NAO2009）、この検
査結果によると、2007CSRでは、データシステムの89％はPSAの指標に対
する測定経過が少なくともおおむね適切であり、2002SRや2004SRの以前
のPSA目標に比べて改善されている（図表1－2）。
図1－2　支出審査期間別のPSA目標の全体結果
　　　　　鐵目的に適合　　鞭概ね適切だが補強が必要
（出所）NAO（2009）p．5
二　政策評価の実際一保健省の公共サービス合意
　次に、実際にどのようにして政策を評価しているのか、保健省
（DepartmentofHealth：DH）のPSA目標を例にとり、業績目標の内容と達
成状況を見ることにする。ここで留意しなければならないのは、英国の政
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策評価システムでは、業績目標が頻繁に変更されているという点である。
前節でみたとおり、支出審査に伴い公共サービス合意も数年おきに改定さ
れ、業績目標もそのつど見直される。そのため、業績目標間の対応関係は
意外と複雑であり、ある目標がどの目標に引き継がれたのか、あるいは引
き継がれていないのかということを追跡しながら達成状況を確認していく
必要がある。
（一）1998年包括的支出審査のPSA目標
　1998CSRでは、保健省（DH）に関しては34のPSA目標が設定されてい
る。紙幅の都合上、箇条書きで列挙すると、（1）がんによる死亡率の低
減、（2）心疾患による死亡率の低減、（3）事故による死亡率の低減、（4）
事故による負傷の入院率の低減、（5）自殺等による死亡率の低減、（6）
待機入院患者数の低減と待ち時間の短縮、（7）専門医によるがんの診察、
（8）NHSダイレクトの設立、（9）一次診療の改善（一般開業医の公平な
配置、看護師の増員）、（10）不遇地域の一次診療条件を改善、（11）外科
医のNHSネットヘの接続、（12）NICEの創設、（13）患者・介護者の体験
の反映、（14）NHSの金銭的効率性の達成、（15）NHSトラストの貯蓄、
（16）後発医薬品処方率の向上、（17）後発医薬品処方率の低い診療での
改善、（18）処方代金踏倒しの半減、（19）契約詐欺からの資金回収、（20）
高齢者の緊急入院増加率の抑制、（21）精神病患者の緊急再入院率の抑
制、（22）対人社会サービスの金銭的効率性の向上、（23）高齢者自立へ
の自治体行動計画、（24）保護児童の施設たらい回しの低減、（25）保護
卒青少年の教育・職業資格保持率の向上、（26）保護少年の犯罪率の低
減、（27）児童保護への再登録率の低減、（28）保健省の金銭的効率性と
運営費内の業務遂行、（29）期日通りの支払、（30）サービスの点検、（31）
業務の電子化、（32）NHSでの病気・負傷欠勤の低減、（33）病気欠勤低
減目標の提示、（34）保健省の調達改善（最善策、納入業者情報、調達情
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報）、となっている（HMTreasury1998：17－23，See　DH2003：23－32）。
　これら1998CSRの目標のうち、目標（1）から（5）までは2010年度を
目標年次とする長期的な目標である。目標（1）、（2）及び（5）については、
2000SRの目標（1）に引き継がれている。他方、2000SRに引き継がれなかっ
た目標（3）と（4）についても、秋季業績報告書でその後の進捗状況を補
足している。また、目標（13）はとくに目標期間の定めがない継続的な目
標であり、2000SRの目標（5）に引き継がれている。なお、目標（24）か
ら（26）までは、省庁再編に伴い教育技能省（Departmentfor　Educat玉on
andSkills：DfES）が所管することになった。
　その他の目標はおおむね2002年までを目標年次とする短期的・中期的な
目標であり、それらの達成状況に関しては、主に保健省（DH）の2003年の
秋季業績報告書（Cm6073）で報告されている（DH2003：23．32）。同報告
書によると、ほとんどの目標が達成またはほぼ達成となっている。高齢者
の自立に関する目標（20）については、2000SRでは別の目標（6）に置き
換えられた。とくに変化がなかった目標（32）については、目標（3）及び
（4）と同様、毎年の秋季業績報告書でその後の進捗状況を補足している。
図表1－3　1998CSRにおける保健省（DH）のPSA目標
1 がんによる死亡率の低減 2000SR目標1
2 心疾患による死亡率の低減 2000SR目標1
3 事故による死亡率の低減 初期段階
4 事故による負傷の入院率の低減 初期段階
5 自殺等による死亡率の低減 2000SR目標1
6待機入院患者数の低減と待ち時間の短縮 達成
7 専門医によるがんの診察 ほぼ達成
8 NHSダイレクトの設立 達成
9 一次診療の改善（一般開業医の公平な配置、看護師の増員） 達成
10条件不利地域の一次診療条件の改善 達成
11外科医のNHSネットヘの接続 達成
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12NICEの創設 達成
13 患者・介護者の経験の反映 2000SR目標5
14NHSの金銭的効率性の達成 達成
15NHSトラストの貯蓄 達成
16後発医薬品処方率の向上 達成
17後発医薬品処方率の低い診療での改善 達成
18処方代金踏倒しの半減 進展
19契約詐欺からの資金回収 達成
20高齢者の緊急入院増加率の抑制 目標変更
21精神病患者の緊急再入院率の抑制 ほぼ達成
22対人社会サービスの金銭的効率性の向上 ほぼ達成
23高齢者自立への自治体行動計画 達成
24保護児童の施設たらい回しの低減 教育技能省に移管
25保護卒青少年の教育・職業資格保持率の向上 教育技能省に移管
26保護少年の犯罪率の低減 教育技能省に移管
27児童保護への再登録率の低減 達成
28保健省の金銭的効率性と運営費内の業務遂行 達成
29期日通りの支払 ほぼ達成
30サービスの点検 一部達成
31業務の電子化 達成
32NHSでの病気・負傷欠勤の低減 変化なし
33病気欠勤低減目標の提示 達成
34保健省の調達改善（最善策、納入業者情報、調達情報） 達成
（出所）HMTreasury（1998）pp．17－23及びDH（2003）pp．23－32をもとに要約作成
（二）2000年支出審査のPSA目標
　2000SRでは、保健省（DH）に関しては4つの目的に10のPSA目標が設
定されている。まず目的1の国民の健康増進に関しては、（1）死亡率の低
減（心臓病、がん、自殺等）、（2）健康格差の縮小、次に目的IIの患者・
介護者の処遇改善に関して、（3）外来診療・入院許可の予約化、（4）患者
待ち時間の短縮（外来3か月、入院6か月）、（5）入院患者の満足度向上、
また目的mの適切なケアの効果的提供に関しては、（6）予防可能な入院
と退院遅延の低減、（7）保護児童の生活機会改善（a保護卒青年の教育・
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訓練・就業水準の向上、b保護児童の教育達成状況の改善、c保護児童・
他児童問の非行犯罪率の格差縮小、d養子縁組の斡旋）、（8）薬物治療プ
ログラムヘの参加率向上、そして目的IVの公正な利用機会に関しては、
（9）一次診療での確実な措置（専門家24時間以内、医師48時間以内）、（10）
治療費の成果に関する目標が設定されている（HMTreasury2000：7－8）。
　これら2000SRの目標のうち、長期的な目標である目標（1）につヤ）ては、
2002SRの目標（6）及び（7）に引き継がれている。同様に、目標（2）は
目標（11）へ、目標（3）は目標（4）へ、目標（4）は目標（1）へ、目標（5）
は目標（5）へ、目標（8）は目標（10）へ、目標（9）は目標（3）へ引
き継がれている。なお、目標（7）は前述のとおり教育技能省（DfES）の
所管である。前掲の保健省（DH）の2003年の秋季業績報告書によると（DH
2003：17－21）、目標（6）は達成されており、進行中の目標（10）について
は毎年の秋季業績報告書でその後の進捗状況を補足している。
図表1－4　2000SRにおける保健省（DH）のPSA目標
目的1：国民の健康増進
1 死亡率の低減（心臓病、がん、自殺等） 2002SR目標6・7
2 健康格差の縮小 2002SR目標11
目的II：患者・介護者の処遇改善
3 外来診療・入院許可の予約化 2002SR目標4
4 患者待ち時間の短縮（外来3か月、入院6か月）2002SR目標1
5 入院患者の満足度向上 2002SR目標5
目的皿：適切なケアの効果的提供
6 予防可能な入院と退院遅延の低減 達成
7
保護児童の生活機会改善（a保護卒青年の教育・
訓練・就業水準の向上、b保護児童の教育達成
状況の改善、c保護児童・他児童間の非行犯罪
率の格差縮小、d養子縁組の斡旋）
教育技能省に移管
8 薬物治療プログラムヘの参加率向上 2002SR目標10
目的IV：公正な利用機会
9 一次診療での確実な措置（専門家24時間、医師48時間内） 2002SR目標3
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10　治療費の成果 進展
（出所）HMTreasury（2000）pp．7－8及びDH（2003）pp．17－21をもとに要約作成
（三）2002年及び2004年支出審査のPSA目標
　2002SRでは、保健省（DH）に関して2つの目的と支出に見合う価値
（VFM）に12のPSA目標が設定されている。目的1のサービス水準の向上
に関しては、（1）待ち時間の短縮（外来患者の予約待ち・入院患者の治療
待ちなど）、（2）緊急治療室での待ち時問短縮、（3）一次診療での確実な
措置（専門家24時間、医師48時間内）、（4）全病院の予約診療化、（5）患
者体験の改善の確保、目的IIの保健・社会的擁護の成果向上に関しては、
（6）死亡率の低減（心臓病、がん）、（7）CAMHS（青少年精神保健サー
ビス）等の利用と自殺等による死亡率の低減、（8）被介護者の在宅介護率
の向上、（9）子供の生活機会の改善（保護卒青年の教育・訓練・就業水準
の向上、保護児童・他児童間の非行犯罪率の格差縮小、未成年の妊娠率の
低減）、（10）薬物治療プログラムヘの参加率向上、（11）健康格差の縮小
（乳児死亡率・平均寿命）、支出に見合う価値に関しては、（12）国民保健
サービスと対人社会サービスの金銭的効率性、に関する目標が設定されて
いる（HMTreasury2002c：7－8）。
　これら2002SRの目標のうち、目標（2）（3）（4）及び（7）は、2004SR
では達成水準を維持する標準（1）ないし（4）に引き継がれた。同様に、
目標（5）は目標（7）へ、目標（6）及び（7）は目標（1）へ、目標（8）
は目標（8）へ、目標（9）は目標（3）へ、目標（10）は目標（6）へ、
目標（11）は目標（2）へ引き継がれている。なお、目標（9）は教育技
能省（DfES）の所管である。進行中の目標（1）や（12）などについては
毎年の秋季業績報告書でその後の進捗状況を補足しており、保健省（DH）
の2007年の秋季業績報告書（Cm7292）によると（DH2007：33－35）、目標
（1）は達成されている。
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図表1－5　2002SRにおける保健省（DH）のPSA目標
目的1：サービス水準の向上
1 待ち時間の短縮（外来患者の予約待ち・入院患者の治療待ち） 達成
2 緊急治療室での待ち時間短縮 2004SR標準1
3 一次診療での確実な措置（専門家24時間、医師48時間内） 2004SR標準2
4 全病院の予約診療化 2004SR標準3
5 患者体験の改善の確保 2004SR目標7
目的II：保健・社会的擁護の成果向上
6 死亡率の低減（心臓病、がん） 2004SR目標1
7 CAMHS等の利用と自殺等による死亡率の低減2004SR目標1
8 被介護者の在宅介護率の向上 2004SR目標8
9
子供の生活機会の改善（保護卒青年の教育・訓
練・就業水準の向上、保護児童・他児童問の非
行犯罪率の格差縮小、未成年の妊娠率の低減）
2004SR目標3
10薬物治療プログラムヘの参加率向上 2004SR目標6
11健康格差の縮小（乳児死亡率・平均寿命） 2004SR目標2
支出に見合う価値
12国民保健サービスと対人社会サービスの金銭的効率性 進展
（出所）HMTreasury（2002c）pp．7－8及びDH（2003）pp．7－15、DH（2007）
　　　pp．33－35をもとに要約作成
　2004SRでは、保健省（DH）に関しては8つのPSA目標と4つのPSA標
準が設定されている。すなわち、目的1の国民の健康増進に関して（1）
男女の平均寿命の伸長と死亡率の低減（心臓病等による死亡率の低減と地
域格差の縮小、がんによる死亡率の低減と地域格差の縮小、自殺等による
死亡率の低減）、（2）乳児死亡率と平均寿命での健康格差の縮小、（3）不
健康と健康格差の要因対策（成人の喫煙率の低減と肉体労働集団での低
減、児童の肥満症の抑制、未成年の妊娠率の低減）、目的IIの慢性疾患者
の健康成果向上に関しては、（4）弱者への個別援助計画（緊急入院日数の
低減）、目的皿のサービス利用の改善に関して、（5）一般開業医の照会か
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ら病院での治療までの待ち期間、（6）薬物治療プログラムヘの参加率の向
上等、目的IVの患者・利用者体験の改善に関しては、（7）独自調査による
患者体験の改善等の確保、（8）高齢者の在宅生活支援（在宅介護高齢者率
の増加、在宅介護率の増加）といった目標が設定されており、また、（1）
緊急治療室での待ち時間、（2）一次診療の待ち時間（専門家・医師）、（3）
全病院の予約診療等、（4）青少年精神保健サービス等への利用保証の標準
が設定されている（HMTreasury2004：13－14）。
　保健省（DH）の2007年の秋季業績報告書によると（DH2007：8－31）、
これら2004SRの目標のうち、目標（1）（2）（3）の一部については達成が
遅れている。目標（4）及び（6）については早く達成されている。目標（5）
（6）（7）（8）については進展がみられる。標準（1）ないし（4）はおお
むね達成されている。
図表1－6　2004SRにおける保健省（DH）のPSA目標
目的1：国民の健康増進
1 男女の平均寿命の伸長と死亡率の低減 推進
・心臓病等による死亡率の低減と地域格差の縮
小 早期達成、進展
・がんによる死亡率の低減と地域格差の縮小 進展、前進
・自殺等による死亡率の低減 推進
2 乳児死亡率と平均寿命での健康格差の縮小 遅延
3 不健康と健康格差の要因対策
・成人の喫煙率の低減と肉体労働集団での低減 進展、推進
・児童の肥満症の抑制 未評価
・未成年の妊娠率の低減 遅延
目的II：慢性疾患者の健康成果向上
4　弱者への個別援助計画（緊急入院日数の低減）　早期達成
目的皿：サービス利用の改善
5 一般開業医の照会から病院での治療までの待ち期間 進展
6 薬物治療プログラムヘの参加率の向上等 早期達成、進展
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目的IV：患者・利用者体験の改善の確保
7 独自調査による患者体験の改善等 進展
8 高齢者の在宅生活支援（在宅介護高齢者率の増加、在宅介護率の増加） 進展
標準
1 緊急治療室での待ち時間 達成・維持
2 一次診療の待ち時間（専門家・医師） 達成
3 全病院の予約診療等 達成
4 青少年精神保健サービス等への利用保証 達成見込み
（出所）HMTreasury（2004b）pp．1344及びDH（2007）pp．8－31をもとに要約作成
（四）2007年包括的支出審査のPSA目標
　2007CSRでは、先述のとおり政府全体として30のPSA目標が設定されて
いる。まず、持続可能な成長と繁栄に関して、（1）英国経済の生産性の向
上、（2）世界級の技術基盤確立に向けた技能の向上、（3）国民を保護し経
済成長に寄与する統制的で公正な移住の保障、（4）世界級の科学・革新の
推進、（5）経済成長を支える高信頼で効率的な輸送網の提供、（6）事業
成功の条件の提供、（7）経済実績の改善と経済成長率の地域格差の縮小、
といった目標があげられている。次に、全国民のための公平性と機会に関
しては、（8）雇用機会の最大化、（9）児童貧困撲滅に向けた貧困児童の
半減、（10）青少年の学力の向上、（11）低所得・条件不利による児童の
学力格差の是正、（12）青少年の健康福祉の増進、（13）青少年の安全の
向上、（14）未来ある青少年の増加、（15）性別・人種・障害・年齢・性
志向・宗教信条により個人が経験する差別への取組み、（16）社会的排除
者への住居・雇用・教育・訓練の提供、（17）貧困への取組みと老後生活
の自立・福祉の推進、といった目標がある。さらに、地域社会の充実と生
活の質の向上に関して、（18）国民の健康・福祉の増進、（19）国民の良
質なケアの保障、（20）長期の住宅供給と住宅の購入可能性、（21）密着・
分権の活力ある地域社会の構築、（22）オリンピック・パラリンピック大
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会の成功と青少年の体育・スポーツ参加、（23）地域社会の治安強化、
（24）犠牲者と公衆のための有効・透明・迅速な刑事司法制度、（25）酒・
薬物による危害の減少、（26）国際テロリズムからの危険の減少があげら
れている。そして、安定、公平かつ環境にやさしい世界に関して、（27）
気候変動防止への世界的取組みの率先、（28）今日と未来のための健全な
自然環境の保全、（29）ミレニアム開発目標への早急な進展を通じた貧困
国の貧困削減、（30）英国と国際的な努力を通じた紛争の影響の低減、と
いった目標がかかげられている（HMTreasury2007：187－196）。
　このうち、保健省（DH）が関わるPSA目標の（18）及び（19）に関しては、
次のような測定指標が設定されている。すなわち、目標（18）に関しては、
①全年齢・全原因死亡（AAACM）の死亡率、②条件不利地域での全年齢・
全原因死亡率の格差、③喫煙の蔓延、④在宅支援を受ける者の割合、⑤心
理療法の利用改善といった測定指標があり、目標（19）に関しては、①
患者・利用者の体験、②③照会から治療までの時間、④12週間までに助
産婦に面会した女性の割合、⑤自立への援助を受け体調を管理している慢
性疾患者、⑥患者の報告するGP利用の体験、⑦⑧医療関連感染率といっ
た測定指標がある。
　なお、先述した会計検査院（NAO）の報告書では、これら13の測定指
標の大半は目的に合致しているが、目標（18）の指標④と指標⑤、目標
（19）の指標④については、おおむね妥当だが強化が必要としている（NAO
2009：37，NAO2010a，NAO2010b）。
図表1－7　2007SRにおけるPSA目標
より強いコミュニティとより高い生活の質
PSA目標18：全ての人のためにより良い健康と福祉を推進する
18－1全年齢・全原因死亡（AAACM）の死亡率 目的に合致
18－2条件不利地域での全年齢・全原因死亡率の格差 目的に合致
18－3喫煙の蔓延 目的に合致
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18－4在宅で自立して生活するために援助を受ける人の割合 概ね妥当だが要強化
18－5心理療法の利用改善 概ね妥当だが要強化
PSA19：全ての人のためにより良いケアを保証する
19－1患者・利用者の体験 目的に合致
19－2照会から治療までの時間：受入れ患者 目的に合致
19．3照会から治療までの時間：非受入れ患者 目的に合致
19－412週間までに助産婦に面会した女性の比率 概ね妥当だが要強化
19－5自立への援助を受け体調を管理している慢性疾患者 目的に合致
19－6患者の報告するGP利用の経験 目的に合致
19－7医療関連感染率：MRSA 目的に合致
19－8医療関連感染率：クロストリジウム・ディフィシル 目的に合致
（出所）HMTreasury（2007）pp．192493、NAO（2009）p．37より作成
（五）小括一順調な目標達成、適切な測定指標
　英国の保健省（DH）における業績目標の達成状況をみると、当初の
1998CSRのPSA目標の大半は達成されている。最近の2004SRのPSA目標を
みても、早く達成したものから達成が遅れているものまで達成状況はまち
まちではあるが、全体としては順調に進展している。
　また、測定指標に関しても目的に適合した指標が設定されるようになっ
ている。前述の会計検査院（NAO）の検査結果によると（NAO2009）、
2007CSRにおいて保健省（DH）が主導するPSA目標に関しては、目的に
不適合な指標は設定されておらず、2002SRや2004SRなど以前のPSAに比
べても改善されている（図表1－8）。
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図表1－8　保健省（DH）：支出審査及び格付別のPSA指標の割合
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第二章　英国の政策評価システムの検証
　前置きの制度説明が長くなったが、本題である英国の政策評価システム
の検証に移りたい。本章では、政策評価システムをどのような観点から、
いかなる基準に基づいて検証するか、政策評価システムの検証に用いる品
質管理の枠組みを検討したうえで、設定した枠組みに基づき、英国の政策
評価システムの有用性と精度を検証する。
一　検証の枠組一精度と有用性
（一）ホーリーの提案
　政策評価システムの検証方法に関しては、南カリフォルニア大学のジョ
セフ・ホーリー名誉教授が、法制度や品質基準、専門家の意見、組織の経
験に基づき、業績測定システムを評価するための具体的な基準や手順を提
案している（ハトリー2004：243－268）。
　ホーリー教授は、業績測定システムの質を判断する方法の1っは、「業
績データが機関とプログラムの業績をどの程度正確に示しているかをみる
こと」であり、もう1つの方法は、「機関がマネジメントとその報告に業
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績指標を利用しているかどうかに注目すること」であると述べて、以下の
項目を示している（図表2－1）。
図表2－1　業績測定システムを評価するための基準
A．有効な業績測定のための前提条件が備わっているか。
基準1：合意に達している目標や戦略がある。
基準2：業績測定システムの技術的な質が十分に高い。
B．業績情報が活用されているか。
基準3：業績情報が、機関やプログラムが業績を達成するためのマネジ
　　　　メントに活用されている。
基準4：アカウンタビリティがかなり果たされている。
基準5：過去の業績を上回っている。
基準6：業績情報が資源配分やそれ以外の政策決定に役立っ。
（出所）ハトリー（2004）p．245図表13－1を一部省略
（二）枠組の検討
　ホーリー教授本人も認めるように、「提示した評価基準もその手順もま
だ開発途上である」が、有益な材料を提供するものにはちがいない。英国
の政策評価システムに当てはめることを想定しつつ、この枠組みに則して
詳細を検討する。
1．政策評価システムの精度
　第1の観点は「有効な業績測定のための前提条件が備わっているか」で
ある。これは政策評価システムの「内的有効性」を評価するものといえる
だろう。具体的な基準には、「合意に達している目標や戦略がある」こと
と、「業績測定システムの技術的な質が十分に高い」ことがあげられてい
る。
　前者の合意目標の有無に関しては、英国の政策評価システムの場合、業
績目標の設定と達成方法、責任者を合意書という形式で取り決めており、
「公共サービス合意」あるいは「サービス提供合意」によって容易に確認
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できるので、あまり問題とはならない。
　これに対して、後者の技術的な品質に関しては、主に測定データの正確
性が問題となる。英国の政策評価システムでは、業績の測定方法に関する
補足資料を作成しており、データの収集方法や用語の定義に関しては、
「技術覚書」で確認できるものの、測定されたデータ自体が正確かどうか
までは担保されていない。測定データの正確性に関しては、外部機関によ
る調査がいくっか実施されているので、これらの報告書を通じて確認する
ことになる。
2．政策評価システムの有用性
　第2の観点は「業績情報が活用されているか」である。これは政策評
価システムの「外的有効性」を評価するものといえる。具体的な基準に
は、「業績情報は機関やプログラムのマネジメントに活用されている」、
「アカウンタビリティがかなり果たされている」、「過去の業績を上回って
いる」、「業績情報が資源配分やそれ以外の政策決定に役立っ」ことがあげ
られている。
　これらの基準のうち、マネジメントや政策決定への活用状況に関して
は、多数の関係者から意見を聴取する必要があるうえに、人によって活用
の理解や認識は異なるため、活用の程度を客観的に判定することは必ずし
も容易ではない。政策評価システムと密接に関連する複数年度予算制度が
予算編成にどう影響したかに関しては、定量的な分析もあり、実質ベース
では複数年度予算が予算の縮減効果をもっこと、政府全体の予算が減る
中で教育技能省と保健省の予算配分は増えたことが示されている（稲田
2010）。ただし、この分析結果は、労働党政権が教育や医療を重視してき
たことを裏付けるものではあるが、各省庁の業績が省庁間の予算配分に影
響していることを示すものではない。マンチェスター大学のコリン・タル
ボット教授は、「英国は、業績情報は予算編成過程に統合されていると主
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張しているが、業績、成果が予算編成過程で使用されたという状況や証拠
は何もない」と講演でも述べている（平成18年6月25日政策評価国際シ
ンポジウム特別講演1）。
　これに対して、アカウンタビリティの実施状況や業績の改善状況に関し
ては、英国の政策評価システムの場合、各省庁が年度ごとに「年次報告書」
や「秋季業績報告書」を公表しており、これらの報告書を通じて客観的に
把握することが可能である。
（三）小括一本稿の検証方法
　以上、本稿では、英国の政策評価システムを検証するにあたり、業績測
定システムの精度と有用性の観点から、測定データの正確性と業績の改善
状況に着目することにする。
　もっとも、政策評価システムを検証する場合には、精度と有用性の他に
ももう1っ、コストという重要な問題がある。業績測定システムの費用の
問題に関しては、ホーリー教授も副次的ではあるが、以下のように言及し
ている。
　「業績測定の費用はっねに大きな問題である。（中略）このため、業
績測定システムを評価する際には、最終的に次の2点が問題となる。
（1）業績データが十分正確で有用性を備えているだろうか。その正確さ
と有用性は、業績測定システムの費用を正当化できるほどのものか。
（2）業績測定システムに変更を加えることによって、業績データの費用
は抑えられるだろうか。あるいは正確さや有用性が高まるだろうか。」
（ノ、トリー2004：244）
　このように、政策評価システムを検証する場合には、コストの面にも十
分留意する必要がある。この点には本稿の最後で再び言及することにした
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二　政策評価システムの有用性の検証
（一・）検証の方法
　政策評価システムを検証する観点の一つは、実際に業績が改善している
かどうかである。本節では、保健省（DH）の業績目標の中から最も代表
的な「待ち時間に関する目標」をいくつか取り上げる。「待ち時間の短縮」
は、労働党政権のNHS改革で最も強調される成果の一つであり、わが国
にも紹介されている（森2007、森2009）。そこで、この目標の達成状況を、
保健省（DH）の統計資料および年次業績報告書をもとに確認することに
したい。
（二）事例の検証
1．入院・外来患者の待ち時問
　まず、入院患者の治療待ちや外来患者の予約待ちに関しては、1998CSR
では、待機入院患者数を減らすことが目標に定められており、2000SRお
よび2002SRでは、外来患者の予約待ちを3か月以内、入院患者の治療待
ちを6か月以内にすることが定められていた（図表2－2）。この目標の
達成状況をみると、目標年次の2005年までには9か月以上治療を待っ入
院患者はほぼいなくなり（図表2－3）、さらに2006年からは3か月以上
予約を待つ外来患者や6か月以上治療を待つ入院患者もほぼいなくなって
おり、業績が大幅に改善している（図表2－4）。
図表2－2　入院・外来患者の待ち時間に関する目標
1998CSR
目標6
国民保健サービスでの入院患者の待機リストを1997年3月
時点の116万人から議会会期中に10万人減らし、結果とし
て平均待ち時間の短縮を行うという政府公約を果たす。
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2000SR2005年末までに、外来患者の最大予約待ち時間を3か月
に、入院患者の最大治療待ち時間を6か月に減らす。目標4
2002SR2005年末までに、外来患者の最大予約待ち時間を3か月
に、入院患者の最大治療待ち時問を6か月に減らし、さら
に削減を進めて、2008年までに、入院患者とデイケースの
最大待ち時間を3か月に減らすことを図る。
目標1
図表2－3　各年末の入院患者の治療待ちリスト
9～11か月12か月以上 9か月以上
1997年 89 30 119
1998年 118 67 185
1999年 84 47 131
2000年 78 48 126
2001年 72 41 113
2002年 75 22 97
2003年 53 0，103 53，103
2004年 0，156 0，067 0，223
2005年 0，017 0，024 0，041
（注）各年3月、単位は千人
（出所）DH（2005a）p．20Table3．5．1
図表2－4　外来患者・入院患者の待機リスト
外来患者：
3か月以上
入院患者：
6か月以上
2001年 』 258945　，2002年 ★257613　　， 242516　，2003年 ★160，745 163，230
2004年 72464　， 69948　，
2005年 28374　， 24847　，
2006年 161 353
2007年 93 18
（注）各年10月（但し＊は9月）
（出所）DH（2007）pp、33－34
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2．一次診療の待ち時間
　また、一次診療の診察待ちに関しては、2000SRおよび2002SRでは、一
次診療の専門職には24時間以内、医師には48時間以内に受診できるよう
にすることが目標に定められており、2004SRでは、この水準を維持する
ことが定められている（図表2－5）。この目標の達成状況をみると、目
標年次の2004年以降は一次診療の専門職、医師のいずれについても患者
の99％前後が診察を受けており、業績が改善し、維持されている（図表
2－6）。
図表2－5　一次診療の待ち時間に関する目標
2000SR
目標9
2002SR
目標3
2004SR
標準2
2004年までに、24時間以内に一次診療の専門職、48時間以内
に一次診療の医師に確実に会えるようにする。
2004年から（ママ）、24時間以内に一次診療の専門職、48時間
以内に一次診療の医師に確実に会えるようにする。
24時間以内に一次診療の専門職、48時間以内に一次診療の医
師に確実に会えること。
図表2－6　一次診療への患者割合
1営業日以内に
一次診療専門職
2営業日以内に
一般開業医
2002年 一 ＊81．4％
2003年 ★93．4％ ★93．0％
2004年 99．3％ 99．2％
2005年 99．3％ 99．2％
2006年 ★99．7％ ★99．6％
2007年 ＊＊98．3％ ★★98．3％
（注）各年11月（但し＊は9月、＊＊は4月）
（出所）DH（2003）p．8，DH（2004b）p．10，DH（2005b）p20，DH
　　　（2006b）p．15，DH（2007）p．22より作成
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3．緊急治療室での待ち時間
　さらに、緊急治療室での措置待ちに関しても、2002SRでは、緊急治療
室に患者が到着後4時間以内に一定の措置を講じることが目標に定めら
れており、2004SRではこの水準を維持することが定められている（図表
2－7）。この目標の達成状況をみると、目標年次の2004年以降は患者の
96％以上が4時間未満で一定の措置を受けており、業績が改善し、維持
されている（図表2－8）。
図表2－7　緊急治療室での待ち時間に関する目標
2002SR
目標2
2004SR
標準1
2004年末までに、到着から入院・転院・退院までの緊急治療
室での最大待ち時間を4時間に減らし、1時間以上待つ割合
を減らす。
到着から入院・転院・退院までの緊急治療室での最大待ち時
間が4時間であること。
図表2－8　緊急治療室での措置時間
全緊急治療部4時間未満
2003年 90．8％
2004年 96．4％
2005年 99．0％
2006年 98．5％
2007年 98．3％
（注）各年7～9月の期間（但し2003年は9月、2004年は10月）
（出所）DH（2003）p．8，DH（2004b）p．10，DH（2005b）p．20，DH（2006b）
　　　p．14，DH（2007）p．22より作成
4．緊急通報の待ち時間
　緊急通報への対応待ちに関しては、1996年以降、生命にかかわる緊急
性の高い通報（分類A）の75％以上に8分以内で対応することが目標と
されており、2002年から2005年までは、国民保健サービスの救急トラス
ト（Ambulance　NHSTrust）を格付けする主な指標の一つとなった。この
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目標の達成状況をみると、格付実施期間中は、分類Aの通報の75％に8
分以内で対応しており、業績が改善している（図表2－9）。
図表2－9　8分以内に対応した分類A通報の割合
分類A通報
8分以内対応
2001／02年 70．7％
2002／03年 74．6％
2003／04年 75．7％
2004／05年 76．2％
2005／06年 75．3％
2006／07年 74．6％
2007／08年 77．1％
（出所）DepartmentofHealth，KA34より作成
（三）考察と小括
　これらの結果をみると、たしかにいずれについても業績は改善してい
る。だが、予算の増額や職員の増員など他の外部要因によって業績が改善
した余地がないわけではない。目標管理によって業績が改善したと性急に
結論づける前に、さらなる吟味が必要である。
　政策評価の手法には、実験に準じた厳格な手法から簡便な手法までいろ
いろとあるが、政策以外の外部要因による影響を取り除くため、政策が適
用されていない比較グループがある場合にはまずはそれと比較し、比較グ
ループが存在しない場合は政策が適用される以前と比較するというのが、
科学的には正しい手続きである。
　そこで、目標管理が行われていない他の地域との比較を考えてみると、
例えば、待機患者を減らすという目標は、イングランドにおいてのみ適用
されたものであるが、英国の他の地域では長期の待機患者数が高止まりか
あるいは増えているなかで、イングランドでは長期の待機患者がいなく
なっている（図表2－10）。
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図表2－10　待機12か月以上の患者の割合（患者居住地別）
2000年 2001年 2002年 2003年
イングランド 4．7％ 4．2％ 2．1％ 0．0％
ウェールズ 14．2％ 13．8％ 14．3％ 15．9％
スコットランド 1．4％ 1．3％ 2．8％ 10．3％
北アイルランド 20．0％ 21．8％ 24．9％ 22．0％
（出所）ONS（2004a）etal．より作成
　また、目標管理が行われる前後での比較を考えてみると、例えば、分類
Aの通報の75％以上に8分以内で対応するという目標は以前からあった
が、2002年に国民保健サービスの救急トラストの格付けに用いられるよ
うになってからは、目標を達成する団体数が大幅に増え、最も業績の低い
団体でも目標近くまで水準が大幅に上がっている（図表2－11）。
図表2－11　8分以内に応答した分類A通報の割合（救急NHSトラスト別）
75％以上 75％未満 最低 最　高
2000／01年 3団体 29団体 41．8％ 87．4％
2001／02年 14団体 18団体 57．2％ 87．5％
2002／03年 17団体 14団体 67．3％ 86．4％
2003／04年 22団体 9団体 55．7％ 86．6％
2004／05年 25団体 6団体 68．0％ 88．3％
（出所）Ambulanceservices，England2002－03Table7，2005－06Table6より作成
　このとおり慎重に検証した結果、業績の改善はやはり目標管理の適用に
よるものと考えてよい。従って、英国の政策評価システムでは、業績情報
が活用されていると評価することができる。
三　政策評価システムの精度の検証
（一）検証の方法
　前節では、業績の改善状況から英国の政策評価システムの有用性を確認
したが、今度は、測定データの正確性から同システムの精度を検証するこ
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とにしたい。本節では、前節でとりあげた業績目標に関する測定データの
正確性を、国立統計局、監査委員会、行政特別委員会、健康増進委員会な
ど外部機関の調査研究報告書をもとに確認する。
（二）事例の検証
1．入院・外来患者の待ち時間
　入院患者の治療待ちや外来患者の予約待ちに関しては、前節でみたとお
り、政府の統計上はほぼ解消されたが、この統計結果を一般国民は必ずし
も信用しているわけではない。
　国立統計局（Office　for　National　Statistics）が実施した「政府統計に関
する国民信用度調査」をみると（ONS2004b）、「公式数値が概して正確で
ある」と考えるのは回答者の34％、「政府が公式数値を正直に用いている」
と考えるのはわずか15％にすぎない（図表2－12）。とりわけ主な統計の
中では「病院の待機リスト」が最も信用度が低い（図表2－13）。待機リ
ストに関するデータの正確性に疑問をもつ国民は少なくない。
図表2－12　公式数値に関する一般的見方
同意
する
どちら
でもな
い
同意
しない
公式数値は概して正確である 34％ 30％ 36％
公式数値はいかなる議論でも裏付けるように
変えられる 68％ 20％ 12％
公式数値は政治に干渉されずに作られる 17％ 25％ 58％
公式数値を作る時に誤りがあっても公衆は知
らされない 69％ 16％ 14％
政府は政策を述べる時は公式数値を正直に用
いる 15％ 25％ 59％
（出所）ONS（2004b）p．4Figure3
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図表2－13　主な公式数値に関する平均信用度
道路の死傷者 7．2
試験の合格 6．2
失業 5．3
住居の侵入 5．3
地方の業績 4．8
病院の待機リスト 4．6
（出所）ONS（2004b）p．3Figure2
　実際に、待機リストに関しては、病院の故意や過失による不正確な報告
が明らかになっている。2002年に監査委員会（AuditCommission）が行っ
た調査によると（Audit　Commission2003）、3つのトラストは待機リスト
情報を故意に誤って報告し、さらに19のトラストでは1つ以上の指標を
誤って報告しているという証拠が見つかった（図表2－14）。待機リスト
に対する国民の不信にはけっして根拠がないわけではない。
図表2－14　待機リストの業績指標に関する調査結果
トラスト数 割　合
評価不能（情報提供不能） 1 3％
故意の誤報告 3 7％
誤報告の証拠 19 46％
システムの脆弱性が誤報告の危険を増幅 15 37％
重大な問題なし 3 7％
本報告内の合計 41 100％
（出所）AuditCommission（2003）p．13Table2
2．一一次診療の待ち時間
　一次診療の診察待ちに関しては、統計上は一両日中に診察が行われてい
るようにも思えるが、実は医療機関が一両日中の予約しか受け付けないよ
うになっただけという見方がある。つまり、診察を早めるのではなく、逆
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に予約を遅らせることによって、予約から診察までの待ち時間を短くしよ
うとしているのだが、こうした行いは本来の目的に照らして本末転倒であ
ることは言うまでもない。次章で紹介するクリストファー・フッド教授の
論文では（Hood2006）、イブニング・スタンダード紙のウォー氏による
記事を引用して、こうした歪曲アウトプットが政治問題化したことにも言
及している。
　「保健医療では、イングランドの一・般開業医組織の少なくとも20％
は、誰にも48時問以上前に予約させないことで、患者が48時間以内に医
師（あるいは24時問以内に一次診療の専門職）に診てもらえるようにす
べきとする目標を達成しているとの一つの見方があった。そうした成果は
その目標を立てた者の意図とはほど遠いと言われ、このことが2005年の
総選挙運動の期間中に公になると、首相に政治的な困惑を引き起こし、そ
して選挙後に副保健相が問題であることを認めた。」（Hood2006：518）
3．緊急治療室での待ち時間
　病院の緊急治療室での待ち時間に関して、健康増進委員会（Commission
for　Health　Improvement：CHI）の調査報告書は（CHI2004）、次のように
指摘している。これによると、医療機関ベースの目標達成率は88％とな
るが、患者べ一スの目標達成率は69％にとどまることになる。提供者側
から受けた報告結果と、利用者側から得られた調査結果の間には大きなか
い離が見られる。このように業績測定データが評価を受ける組織から報告
される場合には、報告された業績が実際の業績とは大きく食い違っている
おそれがある。
　「2003年に健康増進委員会が公表した全国業績格付は、大半の急性期
トラストが患者を緊急治療室に4時間以上待たせないという目標を2003
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年3月末までに達成したこと（目標が適用される158のうち139の急性期
トラスト）を示した。（中略）患者の認識はこの数字にすべて反映されて
いるわけではない。2003年にわれわれはイングランドで救急サービスを
利用する患者の全国調査を実施した。これによると、患者の31％が緊急治
療室で4時間以上過ごしたと述べていることがわかった。」（CHI2004：8）
　英国医師会（BritishMedicalAssocia廿on）による調査では、2002年に緊
急治療室での待機が目標の目的になると報道された期間に、他の医療ス
タッフを招集し他の手術を中止するといった緊急対応が広範にあったとい
う証拠が見っかった（Mayor2003）。
　「イングランドにある緊急治療室の3分の2が、政府の4時間という待
ち時間目標を達成するようにみえるよう、最近のモニタリング週間に一時
的な対策を講じたことが英国医師会の調査で明らかになった。調査票を送
られた計500人の救急医局長のうち最初の100人から得られた予備調査に
よると、過半数（56％）がモニタリング週間に患者の待ち時間を減らす
ため臨時の医療・看護職員を使った。医局長の4人に1人（25％）がこ
の時に自分の部局で職員が重複・延長シフトで働くことを認めていたと報
告した。調査回答者のほぼ6人に1人（14％）が通常の手術を中止した
と述べた。」（Mayor2003）
　健康増進委員会（CHI）の調査では（CHI2002）、問題となった病院では、
目標時間内に患者を措置できると確実に見込めるまで、患者が緊急治療室
の外に待たせておくことがよくあるという証拠を見つけた。また、搬送台’
車の車輪を取った「寝台」を廊下に入れて、時間内に患者を病院のベッド
に収容したことにしたという事例もあった。
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　「イーストサリーやクローレイでは例えば胸痛などの非常時に緊急治療
室に行く患者は、即時に治療を受ける。しかし、さほど緊急でない患者や
容体が安定した後の急患は、病棟に移る前に受け入れがたいほど長く待た
されることがよくある。成人の患者がイーストサリー緊急治療室の治療場
所の真ん中で搬送台車の上で待っていたり、クローレイ緊急治療室の廊下
にある寝台で待っていたりすることがよくある。」（CHI2002：para．3．19）
4．緊急通報の待ち時間
　行政特別委員会（PublicAdministrぬonSelectCommittee：PASC）の調
査によると、分類Aの通報に救急車が対応する際の8分間の応答時間目標
を調査してみると、分類Aに記録された通報の割合にはばらつきがあり、
計測の開始時刻もまちまちであったという。
NHS救急サービスは次のことを概して認める。
a）救急サービスの間に救急応対時間を測定する統一の基準はなく、時
　　問の計測はさまざまな時刻から始まり、3分程度も異なることがあ
　　る。
b）何が命に係わる緊急事態かという分類は救急サービスの間で異な
　　り、緊急通報全体の10％未満から50％超まで幅がある。（PASC
　　2003a：17－18）
（三）考察と小括
　このように、前節でとりあげた医療機関の待ち時問に関する業績には、
いずれにっいても測定データに問題があることが、外部機関の調査によっ
て指摘されている。外部調査によって発覚する事例は氷山の一角にすぎ
ないことを考えれば、業績測定の不正は広く行われているとみてよい。
NHS改革による待ち時間の短縮をわが国に紹介した既存の文献では、本
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節でふれた問題点がほとんど言及されていない。データをうのみにし成果
ばかりを強調することが、英国流の行政改革に過大な期待を集め、誤解を
広げているとも思われる。
　また、指摘された不正の中身をみると、誤った報告を行う、趣旨に反す
る行動を取る、通常とは異なる体制を敷く、っじつま合わせの措置を講じ
る、測定の仕方がいい加減であるなど、その手口はさまざまであるが、業
績をよく見せかけようとする動機には共通性があると思われる。こうした
動機は目標管理が浸透するとますます強まるものである。
　そのように考えると、業績測定の不正は、目標管理に本質的に付随する
問題であり、広範に存在し、かつ制度が定着するにっれて肥大化しかねな
い問題であるといえる。
　もっとも、こうした問題は、医療機関という組織や医療サービスという
業務に特有のものなのかもしれないし、待ち時間という目標の性格による
ものなのかもしれない。事例の結果を一般化して「目標管理における業績
測定は正確とはいえない」と結論づけるためには、これらの疑問に答えて
おく必要がある。
　筆者が英国バーミンガム大学に客員研究員として滞在中、地元ウエス
トミッドランド州警察の元監察官から聞いた話では、警察における業
績測定の不正には、事件を隠すことで犯罪数を減らし検挙率を上げる
（cuffing）、裏取引により自白を強要する（nodding）、犯人を仕立て上げ
る（stitching）、評価対象に重点的に人員を配置し評価を上げる（skewing）
という4つの種類があるといい、こうした検挙率がらみの不正は監査に
よって発覚するものの、広く行われているとのことであった。
　なお、英国の事例ではないが、郵便サービスに関する事例などもよく知
られている。米国のウエストバージニア州では、郵便物の配達時間を測定
するため郵政省が外部に委託して定期的にテスト郵便物を各地から投函さ
せていた。ところが、ある郵便局員がこのテスト郵便物に気づき、州内の
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郵便局に郵便物の宛先を教えたため、全郵便局がテスト郵便物を見抜いて
迅速、確実に配達するようになったという（ホーリー2004：247）。
　このように、業績測定の不正は他の政策分野や異なる公共活動において
も観察することができ、けっして医療に限られるものではないことがわか
る。
　結論として、英国の政策評価システムは、業績測定の技術的な質が十分
とはいえず、よって、有効な業績測定のための前提条件を備えていると評
価することはできない。
第三章　英国の政策評価システムの問題点の分析
　英国の政策評価システムでは、目標管理の適用によって業績は改善した
ものの、業績測定の技術的な質は十分ではなかった。それでは、なぜこう
した間題が起きたのか。それを解く一つのカギが「ゲーミング」という概
念である。本章では、目標管理に伴う業績測定の不正に焦点をあてて、英
国の政策評価システムの問題点を考察することにしたい。
一　議論の背景一目標管理とゲーミング
（一）ゲーミングの意義
　新生労働党政権が導入した政策評価システムの基本的な構造は、目標を
設定し業績を測定し評価することによって公共サービスを管理しようとす
る目標管理体制（targets　regime）である。ところが、どのようなシステ
ムにも生理面（順機能）と病理面（逆機能）が存在する。このように組織
や個人に対し業績目標の達成について説明する義務を負わせることは、目
標を達成しようとする動機を与えることができる一方で、自分の業績をよ
く見せかけるために不正を助長するおそれもある。目標を課された者が
目標を課した者の目をあざむこうとする、こうした行為は「ゲーミング
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（gaming）」とよばれている。同様の概念を「戦略的対応」と訳出する例
もあるが（真渕2009：452）、本稿ではそのまま用いることにする。
（二）フッド教授らの研究
　旧ソビエト連邦の生産目標体制においても、ノルマのごまかしが日常的
に行われ、このことが計画経済の破綻、ソビエト連邦の崩壊にっながった
ともいわれている。ソ連崩壊後、同様な目標管理体制を導入した英国は、
旧ソ連の経験を繰り返したのか、それともそれを乗り越えたのか。この問
題に関して体系的な研究に取り組んでいるのが、オックスフォード大学の
クリストファー・フッド教授である。フッド教授は「新公共経営（NPM）」
の名付け親としてわが国でもよく知られている（Hood1991）。この研究
に関しては、LSEのベーバン教授とフッド教授による共同論文が有名であ
るが（BevanandHood2006）、この論文を含め関連研究を整理して論じた
フッド教授の議論を紹介する（Hood2006，Hood2007）。
二　議論の状況一ゲーミングの種類と対策
（一）ゲーミングの種類
　フッド教授は、よく知られるゲーミングとして、ラチェット効果
（ratcheteffect）、スレショールド効果（threshold　effect）、歪曲アウトプッ
ト（output　distor廿on）の3つの種類をあげている（Hood2006：516）。さ
らに、フッド教授はハーバード大学のケルマン教授と共同で、英国の目標
管理体制に関係する中央省庁の上級官僚89人に対しインタビュー調査を
行っているが、この調査によると、以下に示されるとおり回答者はいず
れの種類のゲーミングについても存在を認識していたという（Hood2006：
517－518）。（図表3－1）
　第1の「ラチェット効果」（ラチェットとは爪車の意）とは、「目標を設
定する者は昨年の結果に一定量を上積みした分を翌年の目標に定めるとい
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う傾向があり、そのために生産部署の管理者は生産性の限界をかなり下回
る程度まで業績を抑えてしまう」ことをいう。達成が困難な目標を要求水
準の低い目標に置き換えることもラチェット効果と同じ類いであるが、例
えば、妊娠中の喫煙率を下げるという目標は（2000SRの省庁横断的PSA
目標「確かな出立（SureStart）」参照）、喫煙率が逆に上がったことが報
じられると、2002年には目標にかかげるのを止めてしまった。一方、が
んを長期的に減らすという目標は、禁煙が時代の流れとなる中で達成がほ
ぼ確実であり、財務省や首相実行班（PMDU）の回答者によると、こう
した失敗し得ない目標を取り決めることに一部の支出官庁は手慣れている
という。
　第2の「スレショールド効果」（スレショールドとは閾値の意）とは、
「均一のアウトプット目標をシステムの全ての部署に当てはめることで、
傑出しようとする誘因を全く与えず、それどころか最も業績の良い者に目
標の要求する程度まで業績の質や量を下げることを促してしまう」ことを
いう。例えば、現場を知る回答者によると、4時問の待ち時間目標を設定
された病院の緊急治療室には、それ以上短く患者を待たせないようにする
誘因はなかったという。
　第3は、「アウトプットの歪曲、あるいは報告される結果の改ざんか
らなるものであり、「的に当てながら正鵠を外す」（’hit廿ngthetargetand
missingthepoint’）と称されるもの」である。例えば、先に紹介したが、
イングランドにある一般開業医組織の少なくとも20％は、誰にも48時間
以上前に予約させないことで、患者が48時間以内に医師の診察を受けら
れるようにするという目標を達成しているといった見方があるという。
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図表3－1　ゲーミングの種類
種　類 内　容 具体例
ラチェット ・目標設定者は前年の結果 ・達成困難な目標を放棄
効果 に一定量を上乗せて翌年 （妊娠中の喫煙率の抑制）
の目標を設定 ・達成確実な目標を設定
・生産管理者は生産性の限 （禁煙によるがんの抑制）
界をかなり下回る程度ま
で業績を抑制
スレショー ・同じ目標を全部署に適用 ・目標時間内は患者を待機
ルド効果 ・高成績者が目標の要求水 （緊急治療室の待ち時間）
準まで業績を抑制
歪曲アウト ・報告される結果を改窟 ・目標時間以前の予約を拒否
プット ・「的に当てながら正鵠を外す」 （診察の待ち時間）
（出所）Hood（2006）pp．516－518を要約し筆者が作成
（二）ゲーミングの認識
　フッド教授は、アウトプットが変わる場合と変わらない場合、業績デー
タを都合よく解釈する場合と捏造や欠落させる場合を区別することで、
ゲーミングを4っの類型に分けた（図表3－2）。先のインタビュー調査
によると、ゲーミングの種類と程度に関する回答者の捉え方はまちまちの
ようである。すなわち、4種類の目標ゲーミングのうち、類型4（架空の
業績データを報告する場合）は、回答者がおおむね不正行為とみた。類型
2（集中的な実施などにより基礎のアウトプットの変化を伴わずに業績の
改善を報告する場合）は、許しがたいゲーミングとみなされた。類型1（利
用者問でサービスを再分配することで報告できる業績の改善をもくろむ場
合で、例えば救急車を地方から都市部に移し、応答に時間がかかる地方を
犠牲にして、都市の応答時間を改善しようとする場合）は、許せる場合
もあれば許せない場合もあるとみなされた。類型3（目標から外すことで
業績の問題をなくす場合）は、官僚政治の現実とみなされた。ゲーミング
の種類は、ある回答者の話では、かつての架空の数字をでっちあげる不正
行為から、創作的に仕分けるゲーミングヘと中心が移ってきたという。ま
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た、ゲーミングの頻度に関しては、回答者の見積もりは異なるものの、一
部の回答者は一次診療医療トラストの20％が待ち時聞目標を操作してい
ると見ており、大半の回答者は緊急治療室の待ち時間目標のゲーミングが
時たま以上に起こる現象であると考えていた。（lbid：518－519）
図表3－2　目標ゲーミングの4類型
サービスの提供における基礎となる業績
変化あり 変化なし
???ー?
創作的解
釈、工夫、
好都合な
解釈
（1）例：提供者の焦点が目
標の達成に変化
結果：データ上は目標を達
成も、利用者問でサービス
を再分配
（2）例：一時的に集中実施
して目標を達成
結果：データ上は目標を達
成も、現実の業績には期間
全体では何ら改善なし
捏造、落
失、提供
なし
（3）例：業績の下落後に目
標を静かに除去
結果：データ上は目標の不
達成が消失
（4）例：報告された結果に
多少の捏造
結果：データ上は目標を達
成、現実の業績には何ら改
善なし
（出所）Hood（2006）p．519Table1
（三）ゲーミングの対策
　このように、英国の政策評価システムにおいても、典型的なゲーミング
の問題が観察できるが、英国の目標管理体制には旧ソ連にはない解決方法
があったのか。
　たしかに、標準的な対応では、ルールを文書化したりデータの定義を厳
格にして目標を創作的に解釈できないようにするとか、目標や業績指標を
精査してより具体的に落とし込み目標をごまかしにくくする、監査団体が
散発的に調査するといった方法がとられていると、フット教授は指摘す
る。また、システムの濫用が発覚した場合に管理者を厳しく処罰すること
や、覆面調査員（mystery　shoppers）がサービスの業績を確認するなど監
査・調査を実施することが効果的であるとの意見もあることにも言及して
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いる。
　しかし、フッド教授は、患者調査の結果と矛盾するにもかかわらず医療
機関が報告したデータを用いて業績を評価したことや、当初は業績データ
を確認しようとせず業績を独立して検証することに消極的だったことなど
を指摘して、対応の仕方を疑問視している。また、緊急治療室の待ち時間
目標を設定したように、よく知られたゲーミングの問題を最初から避けよ
うとしていない点に着目し、歴史的経験から得た教訓を学んでいないとも
批判する。
　これらの点をふまえて、フッド教授は3つの解決方法を提示している。
1っは目標が適用される組織が集めたデータよりも利用者満足度調査の形
で第三者が集めたデータに基づくようにすること、2つ目はデータ入力に
対する創作的な対応を制限する情報システム構造を開発すること、3つ目
は一定の業績で勝利を宣言した後は、財務省からの資金配分と関連した目
標を品質管理者が監視する恒常的なスレショールド基準に変えることでラ
チェット効果を回避することである。
　しかし、フッド教授が根本的に問題視しているのは、そもそもゲーミン
グに対する首尾一貫した戦略が欠けていることである。目標をごまかす
のは、「人をとがめ、いじめる不透明な組織文化（blaming，bullying，non．
transparentorganiz甜onalcultures）」が生み出したものと見られるが、解
決方法の多くは、とがめやいじめを積極的に減らして動機づけを変えるよ
りも、ごまかす隙を与えないようにすることに焦点をあてがちだと述べて
いる。（n》id：519－520）
三　考察と小括一ゲーミングに対する戦略
（一）ゲーミングに対する一貫した戦略
　フッド教授が論考の最後に指摘したのは、英国の政策評価システムには
「ゲーミングに対する一貫した戦略」（coherentanU－gaming　strategy）が欠
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けているという点である。フッド教授自身はこの点に明確な解答を示して
いるわけではない。ゲーミングに対する一貫した戦略とは何か。そもそも
ゲーミングに対して一貫した戦略などとりうるのか。フッド教授の問題提
起を受けて、この問題を敷術してみたい。
　ヨーク大学のピーター・スミス教授は、ゲーミングを含め業績測定の意
図しない結果を極小化するための戦略を整理している（Smith1995）。ゲー
ミングには、職員を巻き込む、業績指標を柔軟に用いる、目的を定量的な
ものにする、制度を常に見直す、顧客満足を測る、専門家に業績指標を読
み解いてもらう、データを注意深く検査し続けることなどが効果的である
としている（図表3－3）。ゲーミングの形態が多様であり、それに対す
る戦略も複数の選択肢があるとなると、戦略をどのように使い分けるべき
かが問題となる。しかし、スミス教授の整理では、ゲーミングのどの場面
ではどの戦略が最も効果的なのかが必ずしも判然とはしない。その意味で
は、ゲーミングに対する一貫した戦略がないというフッド教授の指摘は的
を射ている。
図表3－3　業績測定の意図しない結果を極小化するための戦略（要約）
戦　略
?????????????????????????
1．全階層で職員を参画 十 十 十 十 十 十 十 十
2．業績指標の使用に柔軟性 十 十 十 十 十 十 十 十
3．全目的を定量化 十 十 十 十 十
4．制度を常に吟味 十 十 十 十 十 十
5．顧客満足を測定 十 十 十 十
6．専門家に業績指標の解釈を 十 十 十 十
7．慎重なデータ監査を維持 十 十 十
8．長期的な職業の展望を養成 十 一
9．指標数を少数に維持 一 一 十 一 一
10．独自の基準を開発 十
（出所）Smith（1995），Table1
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（二）ゲーミングの動機に応じた戦略
　わが国でも、政策評価に生じうる問題として、「評価をされる側は、評
価のしくみを知った上で、いろいろな対策を打ってくる」という言及はあ
るが（真渕2009：452）、本格的には議論されているわけではない。しかし、
相手の利己的行動にいかに対応するかという問題は、行政官の執行活動に
おいて国民の違反行為をいかに効果的に抑止するかという問題と構造が類
似している。この違反行為と規制戦略に関する議論はわが国でもよく知ら
れており（西尾1993：183－188、森田2000：152－154）、ここでの議論をゲー
ミングの問題にも援用できるはずである。そこで、違反行為と規制戦略に
関する議論をゲーミングの問題に援用すると、次のように整理される（図
表3－4）。
図表3－4　違反者の類型と執行戦略の類型
周知戦略 制止戦略 制裁戦略 適応戦略
善意違反者 効果あり 効果あり 直接の効果なし 効果なし
悪意違反者 効果なし 効果あり 効果あり 逆効果の余地あり
異議申し立て者 効果なし 逆効果の余地あり
逆効果の
余地あり 効果あり
反抗者 効果なし 効果あり 逆効果の余地あり
制度側の
　屈服
（出所）西尾（1993）p．185を一部修正
　ゲーミングに対する戦略は、ゲーミングを行う者の動機によって異な
る。ゲーミングを行う者の中には、ゲーミングを不正行為とは思わずに行
う「善意の違反者」、不正行為と知りながら摘発を免れうると考えて自己
の利益を図ろうとする「利己主義者」、目標管理に異議を唱え機能させな
くするためにゲーミングを行う「異議申立て者」、そして、政府当局が統
制すること自体に反発する「反抗者」が考えられる。
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1．善意者に対する周知戦略
　善意の違反者に対しては、評価マニュアルを作成して評価にあたり遵守
すべきルールを教える「周知戦略」が効果的である。前述のとおり、ゲー
ミングにはさまざまな種類があり、許容しうる程度も人によって異なる。
どのようなゲーミングが不正行為に当たるのか、不正行為に対してどのよ
うな制裁が行われるのか、予め周知を徹底することが重要である。彼らを
厳しく処罰する必要はないし、強硬な対応を採れば不要な反発を招きかね
ない。
2．利己主義者に対する制裁戦略
　利己主義者に対しては、不正行為を行った担当者を更迭したり予算を削
減したりするなど厳しいペナルティを課す「制裁戦略」をもって臨まざる
を得ない。評価される者の大半は、表向きはルールに素直に従いながら、
不正行為をどこまで本気で取り締まるのか様子を窺っている。優柔不断な
態度で臨めば、彼らを・一斉に利己的な行動へと走らせかねない。もっと
も、不正行為の取締りには相当の時間と労力を要することを覚悟する必要
がある。また、彼らは摘発されたときに悪意であっても善意を装うであろ
うから、それを見抜くことが評価者には求められる。そのため、どうして
も疑い深くなる評価者の態度に、ただでさえ評価作業の負荷がかかる被評
価者はさらに不満を募らせるおそれもある。
3．異議申立て者に対する適応戦略
　確信犯である異議申立て者に対しては、周知戦略では意味がないし、制
裁戦略では逆に彼らの反抗心をあおり、むしろ彼らの主張を社会に訴える
機会を与えることにもなりかねない。とくに目標管理システム自体に問題
があり、彼らの言い分にも一理ある場合には、「適応戦略」が合理的であ
り、達成目標の内容やデータの測定方法を変更する、予算査定や人事評価
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に反映させる運用を修正する、人員を集中投下することを黙認したり例外
的に承認する、といった対応がとられることになる。
4．反抗者に対する制止戦略
　反抗者に対しては、不正データを入力できないような情報システムを開
発するなど物理的制御手段を用いる「制止戦略」も考えられる。統制を受
けているという抑圧感が湧きにくく、怒りをぶつける当局も目の前にはい
ない。機械的に対応するので感情のもっれが起きにくい。違反者の善意・
悪意に関わらず対応することができるというのがこの戦略の利点である。
半面、技術的な制約が大きく、融通も利かないので、利用可能な場面は限
られてしまう。
　いずれにせよ、目標管理におけるゲーミングの問題を解決するために重
要なことは、なぜごまかそうとするのか、動機に着目してそれらに応じた
戦略を立てることである。どのようにごまかすのか、態様に着目してそれ
らを封じる個別の戦術を考えても、被評価者との間でイタチごっこを繰り
返すだけであろう。まずはゲーミングの状況を把握すること、次いで動機
を分析し、それから対応戦略を選択することが肝心なのである。行為の態
様ではなく行為者の動機に基づいて対応するという意味では、一貫した戦
略だと言えなくもないが、行為者の動機に応じて異なる対応戦略が求めら
れるという点では、フッド教授のいう「一貫した」戦略をもつことは困難
と言わざるを得ない。ゲーミングにおいては、何か常に特定の対応策を採
るということよりも、いくつかの選択肢を持ち、相手の出方に応じて対応
策を硬軟自在に使い分けるということにこそ重要な意味があるのである。
　また、ゲーミングに対応する場合に留意すべきことは、ゲーミングによ
る弊害を最小限に抑えることであって、ゲーミング自体を無くすることで
はない。重要なのは、効率的で効果的な行政運営、情報公開や説明責任の
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徹底といった目的に照らして、政策評価システムが有効に機能することで
あり、政策評価システムの精度や有用性に対するゲーミングの影響を極小
化することである。上記の表からも明らかなように、ある者には効果的な
戦略も他の者には逆効果となる場合がある。あらゆる場合において有効な
戦略を見出すことは不可能に近いといってよい。
（三）目標管理に不可避なゲーミング
　以上の考察をまとめると、業績測定の不正は、目標管理に本質的に付随
するゲーミングの問題である。これは、英国の政策評価システムに固有の
問題ではなく、わが国の政策評価システムにも共通する課題である。ゲー
ミングの形態は、明らかな不正行為から「的に当てながら正鵠を外す」と
いった行為まで多様であり、次第に巧妙化している。ゲーミングに適切に
対応するためには、動機に応じた戦略をとることが重要であるが、間題を
抜本的に解決できる万能薬は残念ながら皆無に等しい。
第四章　わが国の政策評価システムヘの示唆
　わが国の政策評価システムでも、英国と同様にゲーミングが問題となる
のだろうか。本章では、わが国と英国の政策評価システムを比較したうえ
で、わが国の政策評価システムにおけるゲーミングの可能性を検討する。
一　わが国の政策評価システムの概要
（一）政策評価システムの構築過程
　わが国が政策評価を本格的に導入したのはおよそ10年前のことである
（図表4－1）。2001年（平成13年）1月の「政策評価に関する標準的ガ
イドライン」公表に続き、2002年（平成14年）4月の「行政機関が行う
政策の評価に関する法律」（以下、政策評価法という）施行に伴い、各府
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省は、法律、政令及び基本方針に基づき基本計画及び実施計画を策定して
政策評価を実施し評価書を公表することとなった。国の政策評価を所管す
る総務省は、毎年度、政策評価の実施状況等や評価結果の予算要求等への
反映状況を取りまとめて公表・報告し、また、「行政評価等プログラム」
に基づき政策評価の統一性・総合性を確保するための評価や客観性を担保
するための点検活動を行っている（総務省行政評価局HP参照）。
　政策評価法附則では、法施行後3年を経過した場合に施行状況を検討
し、必要な措置を講じるものとされており（政策評価法附則第2条）、こ
れを受けて総務省では、2005年（平成17年）6月に「政策評価制度に関
する見直しの方向性」を作成し（総務省2005）、同年12月に「政策評価に
関する基本方針」を改定した。最近では2010年（平成22年）1月の「行
政評価機能の抜本的強化ビジョン」に沿って政策評価の制度運用が大幅に
見直されている（総務省2010a）。
図表4－1　わが国の政策評価制度の経緯
1997年12月
2001年1月
6月
　　　12月
2002年4月
2005年12月
2007年10月
2010年5月
行政改革会議が最終報告（制度導入の提言）
政策評価制度を導入（政策評価に関する標準的ガイドラ
インが決定）
行政機関が行う政策の評価に関する法律（政策評価法）
が成立
政策評価に関する基本方針を閣議決定
行政機関が行う政策の評価に関する法律が施行
政策評価に関する基本方針を改定（3年後の見直し）
規制の事前評価を導入
租税特別措置に係る政策評価を導入
（出所）総務省行政評価局（2010c）p．2を若干修正
　わが国の政策評価システムは、効率的で質の高い行政、成果重視の行
政、国民に対する行政の説明責任の3つを目的とし（政策評価に関する基
本方針）、必要性・効率性・有効性などの観点から評価するとしている（政
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策評価法第3条）。評価には、個別の事務事業を事前・事後に評価する「事
業評価」、主要な施策を事後に評価する「実績評価」、特定の政策を事後に
評価する「総合評価」の3つの方式がある。このうち英国の公共サービス
合意（PSA）に相当する目標管理型の評価手法は実績評価である。また、
一般政策とは別に、研究開発、公共事業、政府開発援助、規制および租税
特別措置といった特定分野に関しては、政策に多額の費用を要し影響も大
きいことから、事前評価が義務付けられている（政策評価法第9条、同施
行令第3条）。
　2009年度（平成21年度）は、政府全体で2，645件の政策評価が実施され
ている。施行当初の2002年度（平成14年度）は10，930件と1万件を上回っ
ていたが、2006年度（平成18年度）に評価単位の大括り化や評価対象の
見直しで大幅に減少し、2008年度（平成20年度）に公共事業の再々評価
でいったん増加したものの、2009年度（平成21年度）には3千件を下回っ
た。このうち事前評価は918件、事後評価は1，727件となっており、府省
別にみると、国土交通省（811件）に次ぎ、厚生労働省（674件）、農林水
産省（494件）の順で多い。一般政策で政策の見直し等を実施した割合は
41．9％である。公共事業等では4省で計14事業、約2，594億円の事業を休
止または中止しており、政策評価法施行後8年間では241事業、約4．1兆円
にのぼる（「平成21年度政策評価等の実施状況等の国会報告（概要）」）。
図表4－2　政策分野・評価方式別の評価件数（平成21年度）
評価対象政策 事前評価：918件 事後評価：1，727件
一般政策 政策決定前事業評価253件 総合評価65件
実績評価297件
個別継続事業等評価27件
特定4分野の
政策
研究開発評価183件
公共事業評価316件
政府開発援助評価59件
規制評価107件
未着手・未了の事業等評価
551件
完了後・終了時の事業評価
787件
（出所）総務省行政評価局（2010c）p．42を一部修正
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（二）政策評価の実際一厚生労働省の実績評価
　わが国の政策評価システムでは、具体的にどのような実績評価が行われ
ているのか。ここでは、英国の保健省（DH）のPSA目標と対比させるた
めに、わが国の厚生労働省の政策体系のうち保健医療分野の施策目標を取
り上げる。
　厚生労働省は、2007年度（平成19年度）からの5年間を計画期間とす
る「厚生労働省における政策評価に関する基本計画（第2期）」および毎
年度策定される「厚生労働省における事後評価の実施に関する計画」に基
づき、政策評価を行っている（厚生労働省2007、同2010）。なお、厚生労
働省では、「厚生労働省の在り方に関する懇談会中問まとめ」などの議論
をふまえ、達成水準・時期の明確化やアウトカム（成果）指標化、個別目
標体系の整理など、政策評価の見直しを行った（厚生労働省2009）。これ
により、指標数が絞り込まれると同時に、ほとんどの指標が数値化され、
アウトカム指標の割合も5割程度から7割以上にまで高まっている（図表
4－3）。
図表4－3　厚生労働省における政策評価の見直し（平成21年度）
見直し前 見直し後
施策目標 目標数 69 69
指標数 234 177
達成水準・時期の明確化 66．2％ 97．2％
アウトカム指標化 51．3％ 74．6％
個別目標 目標数 199 155
指標数 576 342
達成水準・時期の明確化 63．9％ 97．1％
アウトカム指標化 49．3％ 71．3％
（出所）厚生労働省（2009）pp．8－9をもとに作成
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　厚生労働省の政策体系には、医療確保・健康増進、公衆衛生、労働環
境、職業安定、能力開発、子育て支援、福祉サービス、障害者福祉、高齢
者福祉、国際行政、科学技術振興、情報化に関する12の基本目標がある
（厚生労働省2007）。このうち、例えば医療確保と健康増進に関する基本
目標1は、12の施策大目標によって構成されており、（1）地域医療体制
の整備、（2）医療従事者の確保と資質向上、（3）医療サービスの提供、（4）
政策医療の推進、（5）感染症の防止等、（6）医薬品・医療機器の適正利
用、（7）血液製剤の安定供給、（8）ワクチン等の安定供給、（9）医薬品・
医療機器の開発促進、（10）安定的・効率的な医療保険制度の構築、（11）
国民的な健康づくりの推進、（12）健康危機管理の推進、となっている。
さらに、例えば地域医療体制の整備に関する施策大目標1の下には、「日
常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に提供できる体制を整備する
こと」という施策中目標1－1があり、この施策目標に係る指標として、
在宅死亡者の数、心肺停止の一ヶ月後の生存率・社会復帰率、周産期死亡
率、幼児死亡率、病院の耐震化率、無医地区等における医療活動回数、病
院への立入検査における指摘に対する遵守率の6つが設定されている。ま
た、この施策目標に下にはさらに9っの施策小目標があり（医療計画に基
づく医療連携体制の構築、救急医療体制の整備、周産期医療体制の確保、
小児医療体制の整備、災害医療体制の整備、へき地保健医療対策の推進、
病院への立入検査の徹底、医療法人等の経営の安定化、病院における温暖
化対策の推進）、各目標に係る個別指標が同様に設定されていう（図表4
－4）。
322　白鴎法学　第18巻1号（通巻第37号）（2011）
　　　　　図表4－4　厚生労働省の政策体系（基本目標1）
施策目標1 地域において必要な医療を提供できる体制を整備するこ
と
1－1日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に提供できる体
制を整備すること
1在宅で死亡する者の数
2心肺停止の一ヶ月後の生存率・社会復帰率
3周産期死亡率（出産1，000対）
4幼児（1～4歳）死亡率（人口10万対）
5病院の耐震化率
6無医地区等における医療活動（巡回診療、代診医派遣等）回数
7病院への立入検査における指摘に対する遵守率
施策目標2 必要な医療従事者を確保するとともに、資質の向上を図
ること
2－1今後の医療需要に見合った医療従事者の確保を図ること
1就業医師数
2病院勤務医数
3就業女性医師数
4就業看護職員数
2－2医療従事者の資質の向上を図ること
1医師研修医の満足度調査
2歯科医師臨床研修における資質向上への貢献度割合
施策目標3 利用者の視点に立った、効率的で安心かっ質の高い医療
サービスの提供を促進すること
3－1医療情報化インフラの普及を推進すること
1統合系医療情報システム（オーダリングシステム、統合的電
　子カルテ等）の普及率
2実証実験実施地において、社会保障カード（仮称）に関して
　理解を深めた者の割合
3－2総合的な医療安全確保対策の推進を図ること
1医療事故情報収集・分析・提供事業の参加登録医療機関の数
2医療安全対策加算届出医療機関の割合
施策目標4 国が医療政策として担うべき医療（政策医療）を推進す
ること
4－1政策医療を向上・均てん化させること
1国立高度専門医療センターの職員の発表論文数
2国立高度専門医療センターのホームページヘの年問アクセス数
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施策目標5 感染症など健康を脅かす疾病を予防・防止するととも
に、感染者等に必要な医療等を確保すること
5－1感染症の発生・まん延の防止を図ること
1予防接種の接種率（麻疹・風疹）
2結核患者罹患率の推移
3抗インフルエンザウイルス薬の備蓄
5－2治療方法が確立していない特殊の疾病等の予防・治療等を充実
させること
1特定疾患治療研究事業の受給者証交付件数
2ハンセン病資料館の入館者数
3保健所等におけるH　I　V抗体検査件数
5－3適正な移植医療を推進すること
1臓器提供意思登録システム登録者数
2骨髄移植ドナー登録者数
3非血縁者問骨髄移植実施数
5－4原子爆弾被爆者等を援護すること
1被爆者健康診断受診率
施策目標6 品質・有効性・安全性の高い医薬品・医療機器を国民が
適切に利用できるようにすること
6－1有効性・安全性の高い新医薬品・医療機器を迅速に提供できる
ようにすること
1新医薬品（優先審査品目）の総審査期間（中央値）
2新医薬品（通常品目）の総審査期間（中央値）
3新医療機器（優先審査品目）の総審査期間（中央値）
4新医療機器（通常品目）の総審査期間（中央値）
5ドラッグ・ラグの解消
6デバイス・ラグの解消
6－2医薬品等の品質確保の徹底を図るとともに、医薬品等の安全対
策等を推進すること
1医薬品副作用情報収集件数
2医薬品副作用被害救済給付の請求があったもののうち、標準
処理期間内に支給決定等の処理が終わったものの割合
6－3医薬品の適正使用を推進すること
1医薬分業率（全国・地域別）
2研修・講習会等受講者数の前年度比（各事業の前年度比の平均）
施策目標7　安全で安心な血液製剤を安定的に供給すること
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7－1健康な献血者の確保を図り、血液製剤の国内自給、使用適正化
を推進し、安全性の向上を図ること
1安定供給に必要な血液量の確保
施策目標8 保健衛生上必要不可欠なワクチン等の安定供給を確保す
るとともに、緊急時等の供給体制についても準備をすす
めること
8－1希少疾病ワクチン・抗毒素の国家備蓄を行うとともに、各種ワ
クチンの需要に応じた安定供給を図ること
1インフルエンザワクチンの需要量に占める供給可能量の割合
施策目標9 新医薬品・医療機器の開発を促進するとともに、医薬品
産業等の振興を図ること
9－1新医薬品・医療機器の開発を促進するとともに、医薬品産業等
の振興を図ること
1新医薬品・医療機器の承認取得件数
2後発医薬品の市場規模（数量全体・金額全体に占める割合
　（率））
3医薬品産業実態調査の回答率
4医療機器産業実態調査の回答率
5医療用医薬品に係る取引価格の妥結率
6バーコード貼付率
施策目標10 全国民に必要な医療を保障できる安定的・効率的な医療
保険制度を構築すること
10－1適正かつ安定的・効率的な医療保険制度を構築すること
1各医療保険制度別における決算での総収支差が赤字である保
　険者数の割合
・健康保険組合（経常収支）・市町村国保・国保組合・後期高
　齢者広域連合
10－2生活習慣病対策や長期入院の是正等により中長期的な医療費の
適正化を図ること
1メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群＞の該当者・予
　備群の数
2平均在院日数の全国平均と最短県の差
施策目標11 妊産婦・児童から高齢者に至るまでの幅広い年齢層にお
いて、地域・職場などの様々な場所で、国民的な健康づ
くりを推進すること
11－1地域住民の健康の保持・増進及び地域住民が安心して暮らせる
保健医療体制の確保を図ること
1市町村保健師数
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11－2生活習慣の改善等により健康寿命の延伸等を図るとともに、が
んによる死亡者の減少を図ること
1メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の該当者・予
　備群の減少率（40～74歳）・男性
2同上・女性
3糖尿病有病者数
4がんの年齢調整死亡率（75歳未満）の減少
11－3安全・安心な職場づくりを推進すること（基本目標m施策目標
2を参照）
11－4母子保健衛生対策の充実を図ること（基本目標VI施策目標5を
参照）
11－5高齢者の介護予防・健康づくりを推進するとともに、生きがい
づくり及び社会参加を推進すること（基本目標D（施策目標3－
1を参照）
施策目標12　健康危機管理を推進すること
12－1健康危機が発生した際に迅速かつ適切に対応するための体制を
整備すること
1健康危機管理調整会議の定期開催件数
2健康危機管理保健所長等研修の受講者出席率
（出所）厚生労働省（2010）をもとに要約作成
二　政策評価システムの日英比較
　こうしたわが国の政策評価システムは、これまでみた英国の政策評価シ
ステムとどのような違いがあるのか。政策評価システムの基礎にある政
治・行政システム、政策評価システム自体の機能について両国を比較す
る。
（一）政治・行政システムの日英比較
1．議会と行政府の関係
　政策評価システムを比較する前に、基本的なことではあるが、わが国と
英国の政治・行政システムを概観しておこう。政治行政関係をとらえる重
要な視点の一っは、議会と行政府の関係である。議会と行政府の関係は国
によって異なるが、代表的な制度には大統領制と議院内閣制がある。前者
326　白鴎法学　第18巻1号（通巻第37号）（2011）
の大統領制は、議会を構成する議員と行政府の長である大統領がそれぞれ
国民の選挙で選ばれる二元代表制であり、権力分立が徹底する。これに対
し、後者の議院内閣制では、国民の選挙で選ばれた議員で構成される議会
が、行政府の長である内閣総理大臣を選出するため、権力分立は徹底して
いない。議員と大統領がともに正統に国民を代表し、両者が対等の関係に
立っ大統領制とは異なり、議院内閣制では、議会のみが民意を代表し、内
閣は議会の信任に基づいて成立するため、制度上、議会が行政府に対して
優位な立場にある。また、政治権力を議会と分有する大統領よりも、議会
与党の党首が行政府の長を兼務する内閣総理大臣のほうが、議会と行政府
の双方を統制できるため、強い政治権力をもっことになる。
　わが国と英国はともに議院内閣制を採用している。上述のとおり、議院
内閣制のもとでは議会が行政府に優位し、首相に政治権力が集中するた
め、制度上は行政に対する政治の主導性が予定されている。実際、英国で
は政治主導の行政運営が行われている。ところが、わが国では首相が政治
的な指導力を発揮しているとは見られていない。むしろ政治に対して行政
の自律性が高いという理解のほうが一般的である。そのためか、わが国で
は大統領制と議院内閣制に対する理解が逆転し、いわゆる郵政解散のとき
は小泉首相の大胆な政治手法を「大統領的」と評する向きすらあった。
2．政治家と行政官の関係
　では、なぜわが国は、英国と同じ議院内閣制を採用しながら、政治主導
ではないのか。そこで重要となるのが、政治行政関係をとらえるもう一つ
の視点、政治家と行政官の関係である。米国は大統領制を採用している
が、政治任用という別の形で政治主導が図られており、政権と運命を共に
する政治的任命職は数千人にもおよぶ。これに対し、英国とわが国はとも
に資格任用制が発達し、身分を保障された職業的行政官が行政府内の多数
を占めるという点では同じだが、英国のほうがわが国よりも閣外大臣など
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の役職で政権入りする与党議員の数が多い。さらに大きく異なるのが、政
治家と行政官の役割分担である。英国では、小選挙区制のもとで二大政党
制が発達し、保守党と労働党が政権交代を繰り返すなかで、政策決定は政
治家、政策実施は行政官というように両者の役割を明確に分けることに
よって官僚の政治的中立性を保つ仕組みが確立してきた。これに対してわ
が国では、自由民主党による長期一党優位体制が続き、族議員が省庁官僚
と協調あるいは依存しながら、政治家と行政官が一体的に政策を形成して
きた（森田2000：63－65）。行政学でいうところの「政治行政分断論」を実
現する英国に対して、わが国では「政治行政融合論」による「官僚内閣制」
ともよばれる独特の統治構造が育まれてきたのである（飯尾2007）。
3．会計検査・行政監察との関係
　政策評価システムとの関連では、類似機能を有する会計検査や行政監察
のシステムについても付言しておかなければならない。会計検査機関の地
位・組織・権限は国によって異なる。英国の会計検査院（NAO）とわが
国の会計検査院は、議会や行政府からの独立性が高いという点では共通性
がある。ただし、英国のNAOは、院長が下院の吏員である（準立法機関）
のに対して（NadonalAuditAct19831（2））、わが国の会計検査院は、内
閣に対し独立した地位を有するが行政機関の一つ（準行政機関）である点
が異なる（会計検査院法第1条）。また、英国のNAOとわが国の会計検査
院は、いずれも決算検査にとどまらず効率性等の業務監査まで行っている
が、わが国では会計検査院の他にも行政府内に政策評価、行政評価・監視
等を行う総務省行政評価局がある。
4．政治主導と政策評価
　このように、わが国と英国の政治行政システムは制度的には共通する部
分も多いが、英国は政治の主導性が強く、わが国は行政の自律性が高いと
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いった実態の相違が見られる。
　英国における政治主導の行政運営は、政策評価システムにおいても表れ
ている。英国では、政策評価システムの導入で、財務省による統制が強
まったとの批判も出たが、これはシステム自体の問題というよりも、ブレ
ア政権で副首相格の財務相を務め、後に政権を引き継いだブラウン前首相
の剛腕によるものとの見方が強い（児玉2001：204）。実際、政策評価シス
テムがどこまで機能するかは、政治家の指導力に大きく依存するといえよ
う。
　誤解してならないのは、反対に政策評価システムによって政治家が指導
力を発揮できるようになるわけではないということである。わが国では、
英国型の政策評価システムの導入によって、英国と同様に政治主導を確立
できるとの期待が少なからず見受けられる。行政評価等プログラムでは、
「政治主導・国民主導の確立、税金の無駄使いの徹底排除等に向け、従来
からの行政システムの転換が求められている中、行政評価機能について
は、機能をより十全に発揮する必要性が指摘されており、行政に対する国
民の信頼回復のため、機能強化を図り、政府全体のレビュー機能の質の向
上に資することが必要である」としている（総務省2010b：1－2）。しかし、
政治行政関係は、前述のとおり、三権関係や省庁間関係、選挙制や政党
制、官僚制など多くの構成要素によって定まるものである。英国型の政策
評価システムだけを採り入れたところで、わが国の政治・行政システムが
政治主導に切り替わるという保証はどこにもない。
（二）政策評価システムの日英比較
　さて、続けてわが国と英国の政策評価システム自体を比較することにす
る（図表4－5）。
　英国の政策評価システムには、法律上の根拠はなく、支出審査（SR）
の趣旨をふまえて締結された、財務省との公共サービス合意（PSA）に基
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づいて、政策評価が実施される。2年ごとと短期的に改定されるこのSR
及びPSAでは、向こう3年間の予算枠と業績目標が設定され、政府全体の
目標を財務省と各省庁の間で合意するが、この他にも省庁別の戦略目標
（DSO）がある。これに対して、わが国の政策評価システムは、政策評価
法の定めにより、各省庁が自ら策定した基本計画及び実施計画に基づき、
政策評価が実施される。5年ごとの中期的に策定される基本計画では、省
庁別に施策目標を設定するのが基本であり、この他に総務省が行政評価等
プログラムにより省庁横断的な政策評価を実施している。
　政策評価にはさまざまな分類の仕方があるが、①評価主体により内部評
価と外部評価、②評価レベルにより政策評価・施策評価・事務事業評価、
③評価時期により事前評価と事後評価、④評価内容によりセオリー評価・
プロセス評価・インパクト評価・コストパフォーマンス評価、⑤評価方法
により定量評価と定性評価、⑥評価範囲により個別評価と共通評価、⑦評
価精度により科学的評価と実用的評価といった区別をすることがある。
　英国の政策評価システムは、これらの分類に従うと、同じ行政府内なが
ら財務省および首相実行班（PMDU）が評価する準外部評価であり、施
策目標の達成度を評価する施策評価・事後評価、業績をアウトカム指標で
測定するインパクト評価・定量評価であり、同じ枠組みで比較する共通評
価ということになる。これに対して、わが国の政策評価システムは、各省
庁による内部評価であるが、英国と同様の実績評価ばかりでなく、事務事
業を事前に評価する事業評価から、特定の政策・施策を事後的に評価する
総合評価までさまざまな評価方式がある。『研究開発や公共事業などの特定
分野の個別評価も行われており評価件数が多い。実績評価には数値化され
てない目標やアウトプット指標で測定されている目標があり、研究開発評
価などでも定性評価が多いが、公共事業評価では費用便益比を算出するコ
ストパフォーマンス評価が行われている。
　英国の政策評価システムでは、各省庁が各自で評価結果をとりまとめ秋
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季業績報告書を作成している。また、シャーマン勧告を受け運用が見直さ
れるなかで、会計検査院（NAO）による点検活動が行われるようになった。
これに対して、わが国の政策評価システムでは、各省庁が評価書を公表す
るだけでなく、総務省が評価結果をとりまとめ国会に報告することや、点
検活動を行うことが導入の当初から制度上設計されていた。
　英国の政策評価システムは、主に行政府内のマネジメントを目的とした
ものであり、財務省が評価結果を予算編成に活用し、目標達成を前提に予
算配分を行うことになっている。これに対して、わが国の政策評価システ
ムでは、国民や議会向けのアカウンタビリティを重視しており、各省庁が
評価結果を予算要求に反映させ、反映状況を国会等に報告することになっ
ている。
図表4－5　政策評価システムの日英比較
英国 日本
導入時期 1998年 2001年
実施根拠 支出審査（SR） 政策評価法
目標設定
財務省と公共サービス合意
（PSA）
他に各省庁の省庁戦略目標
（DSO）
各省庁の基本計画・実施計画
他、総務省の行政評価等プロ
グラム
目標期間 2年毎にSR・PSAを改定（短期）
5年毎に基本計画を策定（中
期）
所管官庁 財務省（財政統制） 総務省（行政管理）
評価主体 財務省、首相実行班（準外部評価） 各省庁（内部評価）
評価方法 目標管理・業績測定 実績評価、事業評価、総合評価
評価情報 共通評価（比較） 共通評価、個別評価（分析）
評価時点 事後評価（検証） 事後評価、事前評価（予測）
評価範囲 政策・施策評価 事務事業評価、政策・施策評価
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評価基準
定量評価（数値化）、
全部アウトカム指標（成果志
向）
定量・定性評価（記述的）、
一部アウトプット指標（産出
志向）
評価件数 PSA目標30件 2，645件（うち実績評価297件）
外部評価 運用見直しでNAOが点検 導入当初より総務省が点検
評価報告 各省庁が秋季業績報告書を作成
各省庁が評価結果を報告・公????
が評価書をとりまとめ
評価目的 マネジメント重視（内部的） アカウンタビリティ重視（対外的）
評価活用 財務省が評価を予算編成に活用
各省庁が評価を予算要求に反
映
（出所）筆者作成
　以上をまとめると、わが国の政策評価システムは英国の政策評価システ
ムに比べて次のような特徴を有するといえる。すなわち、わが国の政策評
価システムは、
　第1に精度という点では、事前と事後、事務事業レベルから政策・施策
レベル、一般政策の共通評価から特定分野の個別評価にいたるまで幅広く
評価を行っているものの、英国の場合に比べて評価の対象件数が多く、数
値化されていない評価やアウトカムで測定していない評価も少なくないた
め、必ずしも評価の精度が高いとはいえない。
　第2に有用性という点では、行政府内のマネジメントよりも国民や議会
向けのアカウンタビリティが重視されており、予算との連携に関しても、
目標達成を前提に予算配分が行われる英国の場合と異なり、予算要求の参
考にしたかが問われるにすぎないため、評価結果が予算編成に直接活かさ
れるわけではない。
　第3に品質管理の点からすると、各省庁の内部評価のためお手盛りの危
険はあるものの、法律が定める手続きに則って評価結果を議会に報告し国
民に公表するほか、制度当初より外部機関による点検活動も行われている
など、英国の場合よりも評価の客観性を担保するための仕組みが整ってい
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る。
　これらの点をふまえて、次節ではわが国の政策評価システムにおける
ゲーミングの可能性について検討してみることにしよう。
三　わが国の政策評価システムにおけるゲーミングの可能性
（一）ゲーミングの例証
　わが国の厚生労働省の政策体系ではく英国で問題となった「待ち時問の
短縮」に関する目標はかかげられていない（厚生労働省政策体系参照）。
しかし、わが国でも英国と同様のゲーミングのおそれが全くないわけでは
ない。
　例えば、厚生労働省がかかげる施策目標の一つに、「全国民に必要な医
療を保障できる安定的・効率的な医療保険制度を構築すること」（施策大
目標10）と関連して、「生活習慣病対策や長期入院の是正等により中長期
的な医療費の適正化を図ること」という施策目標がある（施策中目標10
－2）。そして、この施策目標に係る成果を測定する指標として「平均在
院日数の全国平均と最短県との差」があげられており、「平成24年度に平
成18年10月と比べて3分の1短縮する」という具体的な達成時期と達成
水準が設けられている。測定の基礎となるデータは、厚生労働省医療施設
（動態）調査・病院報告によるとしている。
　医療費の抑制に関連して設定されているこうした平均在院日数の短縮に
関する目標は、診療報酬点数に反映され病院経営に直接影響を及ぼすた
め、医療機関によるゲーミングが行われやすいと考えられる。実際に、あ
る病院経営支援の営業資料には、平均在院日数短縮のための「技術的対応」
として、「経過観察入院を増加させる」「検査入院を増加させる」「教育入
院を増加させる」「デイサージャリーを増加させる」．といった具体的方法
があげられている（日立キャピタル「医療情報ファイル増患編」vol．17）。
いずれの対応も、長期入院を減らすのではなく短期入院を増やすことに
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よって在院日数全体の平均値を下げようとする数字の操作を意図するもの
にすぎない（図表4－6）。平均在院日数の短縮は、入院時の治療・退院
計画、人員の効率的な配置、看護プロセスの見直し、検査や手術の日程管
理、後方支援病院や地域医療との連携、褥瘡や院内感染の予防など、医療
の質的向上を通じて達成されるべきものである（小林2006参照）。こうし
た経営指導が行われている現状にかんがみれば、わが国の医療機関におい
てもゲーミングが存在するとの強い疑念を抱かざるを得ないし、これらに
対し何ら対策を講じなければ、目標達成が厳しく要求されるにつれて、
ゲーミングが看過できないほど広がり、政策評価システム全体の信頼を損
なうことになりかねない。ところが、上記・病院報告の公表データでは、
在院日数の平均は把握できるが、在院日数の分散は把握できない。平均在
院日数の病床の種類別、都道府県別の集計はあるが、在院日数別の割合は
集計されていない。そのため、長期入院の割合は減っているのか、短期入
院の割合が増えているのかを検証することは難しい。
図表4－6　平均在院日数の短縮方法
入院期間の短縮 短期入院の増加
・入院時の治療・退院計画 ・経過観察入院の増加
・人員の効率的な配置 ・検査入院の増加
・看護プロセスの見直し ・教育入院の増加
・検査や手術の日程管理 ・デイサージャリーの増加　など
・後方支援病院や地域医療との連携
・褥瘡や院内感染の予防　など
（出所）筆者作成
（二）ゲーミング不在論に対する批判
　これに対して、「わが国の政策評価システムではゲーミングは深刻な問
題とはならない」と主張するならば、政策評価システムの精度と有用性な
らびにそれらの品質管理という観点から、次の3つの理由が考えられる。
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1．不明確な目標設定
　考えられる理由の1つは、達成水準が特定されていない目標があるな
ど、わが国の政策評価システムはゲーミングが問題となるほど精度の高い
ものではないというものである。
　総務省では、毎年度、各府省が実施した政策評価にっいて、目標が明確
であるかなど評価として備えるべき水準に達しているか否かを点検してい
る。とりわけ実績評価方式による評価の場合、目標に関し達成すべき水準
を数値化等により明確にすることが基本となるが、2009年度（平成21年
度）の点検結果をみても、今後の課題には「目標に関し達成しようとする
水準が数値化等により特定されていない政策が多い府省においては（中略）
その水準を数値化等により特定していくことが必要である。」といった指
摘がいまなお最初にあげられている（総務省行政評価局2010a：9－10）。そ
もそも目標が明確でなければ、目標の達成状況もごまかしようがないこと
になる。
　しかしながら、実績評価方式による評価の場合、目標に関し達成しよう
とする水準が数値化等により特定されている評価の割合は、導入当初の
2002年度（平成14年度）はわずか34％だったが、2009年度（平成21年度）
には83％まで大幅に上昇している（図表4－7）。加えて、平成23年度予
算編成からは「政策達成目標明示制度」が本格的に導入されることになる。
最近までは達成水準が特定されている目標が少なかったためゲーミングは
あまり問題とならなかったかもしれないが、目標の達成水準がかなり数値
化されてきた現在、また政策達成目標の明示が制度化される今後は、目標
管理の精度向上とともに、ゲーミングの問題も顕在化するにちがいない。
英国における政策評価システムの検証とわが国への示唆（児玉）　335
図表4－7目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定され
ている評価の割合
年度 20022003200420052006200720082009
審査件数 471 500 488 441 407 318 276 268
該当件数 161 250 271 241 233 226 208 221
割合 34．2％ 50．0％ 55．5％ 54．6％ 57．2％ 71．1％ 75．4％ 82．5％
（出所）総務省行政評価局（2010a）p．14より作成
2．各府省による自己評価
　2っ目の理由は、政策評価が予算と連携していないなど、わが国の政策
評価システムはゲーミングが問題となるほどの有用性を備えていないとい
うものである。
　英国の政策評価システム（PSA）は、財務省（HMTreasury）が主導し
ており、予算編成（Spending　Re“ew）と密接に連動している。業績の達
成状況が予算配分にも影響するため、業績をよく見せようとする動機が強
く働くことになる。これに対して、わが国の政策評価システムは、各府省
が主体的に政策評価に取り組むものである。政策評価法では「行政機関
は、…自ら評価するとともに、その評価の結果を当該政策に適切に反映さ
せなければならない」（政策評価法第3条）と定める一方、「政府は、政策
評価の結果の取扱いについては、…予算の作成…に当たりその適切な活用
を図るように努めなければならない」と定め、予算編成等への活用は努力
義務にとどまる（同法第4条）。各府省が評価結果を予算要求に反映させ
ることにはなっているが、財務省が評価結果を予算編成に活用しているわ
けではない。予算編成に活用されない理由に関しては、2005年（平成17
年）に総務省が政策評価制度を見直した際に、財務省等からは、定性的・
抽象的な記述が多く客観性・中立性が担保されていない、有効性や効率性
の観点からの評価が十分でないといった指摘を受けている（総務省2005：
3－5）。たしかに業績情報があまり活用されない状況では、業績をよく見せ
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ようとする動機も起こらない。
　しかし、予算要求への反映に関しては、評価書の実施時期を早めたこと
もあり、現在は評価結果のほとんどが予算の概算要求に反映されるように
なっている。2009年度（平成21年度）4月～10月に各府省が実施した政
策評価762件のうち、673件（88．3％）が2010年度（平成22年度）の予算
要求に反映され、189件（24．8％）が機構・定員要求に反映されている。
その結果、78件で約998億円の予算要求が縮減されている（「政策評価結
果の平成22年度予算要求等への反映状況」）。また、予算編成への活用に
関しても、今後は政策評価と予算・決算の連携を強化することになってい
る。総務省の「行政評価機能の抜本的強化方策」でも「予算編成に資する
政策評価の推進」がうたわれており（総務省2010a：5）、2010年4月に策
定された「行政評価等プログラム」では、予算編成に関連が深い政策評価
に基本的に点検対象を特化し、効果的に公表すること、政策評価結果の
予算要求への反映について各府省の説明責任を徹底し、対応する決算に
関する情報を明らかにすることなどが盛り込まれている（総務省2010b：
3－4）。このように、評価結果が予算要求等に着実に反映されるようにな
り、財政当局によるチェックも検討されている中では、ゲーミングを引き
起こす動機も十分に考えられる。
3．総務省による客観性の担保
　3つ目は、政策評価の客観性を担保するための点検活動など、わが国の
政策評価システムでは品質管理が行き届き、ゲーミング対策が十分に講じ
られていることを理由とする。
　政策評価法には「総務省は、（中略）政策評価の客観性かっ厳格な実施
を担保するための評価を行うもの」と定められており（政策評価法12条
2項）、これを受けた「政策評価に関する基本方針」では、「実施手続等の
評価の実施形式において確保されるべき客観性・厳格性の達成基準に関す
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る審査」に取り組むとしている（政策評価に関する基本方針III2（3）イ）。
この審査では、①評価の枠組み（計画・設計）に係る手順等の網羅性・充
足性、②評価に使用したデータ・資料等の信頼性、③評価結果とその根拠
（説明）に関する項目を基本として点検を行うこととされており、このう
ち点検項目②については、「評価に使用したデータを自ら収集している場
合等においては、当該データの収集方法、測定方法等を的確なものとする
こと」などが例に示されている（平成14年8月1日行政評価局長決定「実
施手続等の評価の実施形式において確保されるべき客観性・厳格性の達成
基準に関する審査における点検項目等の設定についての考え方」）。
　評価の質に問題があるなど評価の内容に疑問を生じた場合、総務省は、
まず事実関係の把握・整理を行い、関係府省にデータや把握方法の修正な
どを働きかける。それでも解決されない場合には、「評価の実施の必要性
の認定」が行われ（基本方針皿2（3）イ）、総務省が直接に改めて評価を
行うことになる（平成15年8月行政評価局「『評価の実施の必要性の認定』
の考え方の整理と今後の取組」）。実際、2009年度（平成21年度）では、
地域活性化の推進に関する実績評価について、指標の測定に用いるデータ
の加工方法に疑義があるとして、総務省から内閣府に照会を行った例があ
る（総務省行政評価局2010a：220，288－290）。こうした点検活動によって
政策評価の客観性は担保されるようにも思われる。
　しかし、総務省の審査は、「可能な限り評価書により行うこと」とされ
ており（上記行政評価局長決定）、書面上の点検にすぎない。英国で問題
となった待ち時間目標に関する業績測定の不正は実地調査で指摘されてお
り、単なる書面上の点検で解明できるものではない。また、総務省からの
照会は、「目標の達成度合いが低調又は目標の達成見込みがないにもかか
わらず、原因分析等を行っていない」場合には行われるが、形式的に目標
を順調に達成している場合は不問とされやすい。さらに、総務省の指摘を
みても、実績評価方式による評価に当たって留意すべき事項として、ゲー
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ミングヘの対応が課題として指摘されたことはない（総務省行政評価局
2010a：193－194）。こうした点検活動の方式や着眼点、指摘事項から考える
と、現状では十分なゲーミング対策が講じられているとは言いがたい。
　以上のように、わが国の政策評価システムでは、目標の達成水準がかな
り数値化されてきており、政策達成目標明示制度も導入されること、評価
結果が予算要求等に反映されるようになり、財政当局によるチェックも検
討されていること、政策評価の点検活動は書面審査が中心であり、動機に
までふみ込んだ分析や対策が講じられていないことをふまえると、「わが
国の政策評価システムではゲーミングが深刻な問題とはならない」と結論
づけることはできない。
むすびに
（一・）本稿の結論
　本稿では、英国の政策評価システムの実績を検証し、わが国の政策評価
システムのあり方に示唆を得るために、次の3点を明らかにした。
　第1に、英国の政策評価システムは必ずしも成功したとはいえない。確
かに、英国の政策評価システムでは、政策評価の連動化・資質向上・重点
化などシステムの改善に向け努力が重ねられ、実際に目標管理による業績
の改善が見受けられる。しかし、外見上は業績が改善していても、実際に
は測定の際に看過しがたい不正が行われており、データの信頼性に深刻な
問題が生じている。
　第2に、この業績測定の不正は、政策評価システム全体に関わる問題で
ある。英国の政策評価システムの基本構造は、目標を設定し業績を測定し
評価することで公共サービスを管理する目標管理体制である。組織や個人
に目標達成の説明義務を負わせることが、目標を達成するばかりでなく業
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績を粉飾する動機をも与えている。こうしたゲーミングには動機に応じた
戦略をとることが重要であるが、完全になくすことは難しい。
　第3に、英国の政策評価システムに生じた問題は、目標管理に本質的に
付随する問題である以上、制度設計の異なるわが国の政策評価システムに
も当てはまる問題である。実際、わが国の医療行政では、「平均在院日数
の短縮」が政策目標に掲げられているが、一部の医療機関には、計画退院
などで長期入院を減らすより、逆に検査入院などの短期入院を増やして目
標を達成する向きがあり、英国と同じゲーミングの構造は存在する。
　本稿の冒頭で述べたとおり、わが国の民主党政権は英国をモデルに政策
達成目標明示制度を導入しようとしているが、安易な追従には警鐘が必要
である。
（二）本稿の意義
　本稿は、先行研究に対して次の3つの意義をもつ。
　意義の1つは、英国の政策評価システムにおける近年の動向をフォロー
アップしていることである。本稿の対象は、2002年及び2004年支出審査、
2007年包括的支出審査など、英国の政策評価システムの近時の展開を含
み、先行研究の空白領域を補完している。本稿では、導入から現行にいた
る各支出審査の目標の達成状況や指標の改善状況を整理した。
　2つ目は、英国の政策評価システムの実績を検証していることである。
制度の構造や運用に主な関心を払っていた先行研究とは異なり、本稿の内
容は、英国の政策評価システムにおける実際の成果や問題点を検証するも
のである。本稿では、ホーリー教授が提案する品質管理の枠組を用いて、
英国の政策評価システムの精度と有用性を検証した。
　3つ目は、英国の政策評価システムに関する学術論文をサーベイしてい
る。もっぱら政府資料をもとに制度解説にとどまる記述的な先行研究とは
異なり、本稿の方法は、学術論文や研究者の議論を基礎とした分析的なも
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のである。本稿では、フッド教授らが提起するゲーミングの問題に関して
分析を深め、動機に応じた戦略の重要性を指摘した。
（三）今後の研究課題
　本稿では、政策評価システムを検証するにあたり、コストの観点とゲー
ミングの実証については十分に検討を尽くせなかったため、今後の研究課
題として残されている。
　研究課題の1つは、英国の政策評価システムをコストの面から検証す
ることである。第2章で触れたとおり、政策評価システムを検証する場
合には、精度と有用性の観点だけではなくコストの観点も重要である。
評価の精度を上げれば、評価の有用性は高まるが、評価のコストも増える
ことになり、精度と有用性、コストは二律背反の関係に立つ。第3章で取
り上げたゲーミングの問題に対処する1つの方策は、外部監査を強化す
ることである。平松（2004）は、英国の会計検査院（NAO）による評価
事例の研究を通じて有効な外部評価制度の条件を探っているが、たしかに
監査の強化によって一定の改善は見込めるが、それだけコストもかかる
ことも忘れてはならない。公共サービス改革局（Omce　ofPublic　Services
Refom）の報告書によると、英国の中央政府における検査費用は1997年
の2億5千ポンドから2002／03年には5億5千ポンド以上になり、5年間
で倍増している（OPSR2003：15）。これは外部評価の導入が勧告される以
前のデータであるから、導入後の現在はさらに多額の検査費用がかかって
いるものと見込まれる。さらにはこうした直接費用だけでなく機会費用を
含めれば、監査コストはさらに膨れ上がる。英国の会計学者、マイケル・
パワー教授のいう「監査社会」の道をわが国も突き進むことになるのか（パ
ワー2003）。政策評価システム自体の「支出に見合う価値」が問われなけ
ればならない。今後は、政策評価の実施に伴うコストの増加を考察する必
要がある。
英国における政策評価システムの検証とわが国への示唆（児玉）　341
　もう1つの研究課題は、わが国の政策評価システムにおけるゲーミング
を実証することである。本稿の第4章では、ゲーミングが疑われる状況証
拠は示したが、ゲーミングが実際に行われているかまでは明らかにしてい
ない。わが国においてもゲーミングはあまねく存在するはずである。例え
ば真渕勝教授は、公立図書館を評価する場合に、従来のアウトプット指標
（蔵書数）からアウトカム指標（利用件数）に切り替えると、図書館の蔵
書に漫画本のような気楽な読み物が増えるといった例をあげているが（真
渕2009：452）、このように評価システムの設計者が意図しない方向に被評
価者が反応してしまう事例は、行政評価の導入に関与したことのある実務
者であれば誰もが経験的に理解している。問題なのは、誰もこのような
ゲーミングの状況を体系的に把握しておらず、類型や原因に関する分析も
不十分で、対処方法も確立していないことである。今後は、英国と同様
に、業績が疑わしい評価事例を外部の専門家が精査するとともに、評価に
精通した総務省および各府省の政策評価担当者に聞き取り調査を行う必要
がある。あるいは、本稿を端緒として、総務省がゲーミングに関する事実
関係を整理・把握し、評価の実施の必要性の認定を受け、関係府省または
総務省自らによる評価が実施されることを期待したい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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